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（１）化合繊における現況

　天然繊維に代わって生産を増大してきたのが化 ・合繊とりわけ合繊である 。

１９５０年代に入ってアメリカ，イギリスなどから技術を導入しての生産である 。

１９５１年東 レがデ ュポソ杜よりナイロソの製造技術を導入したのを最初として ，

５０年代後半から６０年代にかげてアクリ ノレ，ポリエステノレなどの技術導入が行わ

れ， 合繊生産が本格化してい った。この問合繊資本は外国技術に依存したがら

も， 合繊資本自らが導入技術の応用，あるいは技術開発も進めることによっ て
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生産力を拡大したのである。外国技術導入，技術開発は，合繊生産の多品種化 ，

労働生産性の向上に寄与し，競争カも強化されてい った。１９６０年代後半には合

繊は，天然繊維に代わって競争上も優位になり ，市場拡大を国内のみならず国

外にもはかることとな った。さらに合繊資本は国外での市場拡大を商品輸出に

依存するのみではたく ，海外隼産をも行うこととた った。しかし１９７４－５年世

界恐慌は，６０年代の成長産業であった合繊も，不況産業に巻き込んでい った 。

それは合繊生産の絶対的拡大を困難にさせ，そして海外進出をも困難にさせる

こととな った。合繊産業は，１９７０年代末には構造不況法の適用を受げるまでに

たり ，成長産業から不況産業に転換した。不況産業への転換は，世界不況の長

期化が大きな原因であるが，綿紡や他の天然繊維部門と同様に発展途上国の追

い上げ，あるいは原料価格の高騰たとによる競争力の低下も原因にたっている 。

合繊におげる生産の停滞化現象は，綿紡資本と同様に合繊資本をして合繊依存

から他部門への進出によって利潤量の増大をはかる方向に進ませた。いわは多

角化生産への志向である。そして他方では合繊資本の再編も行われようとして
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１９６５　１４２．１６１　１５．４６５１７９．３５４　２７．５３０　５９．０４６　１１．７６７１１２．９７２　１７，２３９

６６　　　　　１５１．５２９　　　１５．１４９　　　２０８．１２２

６７　　　　　１５１．３６４　　　１４．９８１　　２２６．８９８

６８　　　　　１６６．９９７　　　１４．５７６　　２４０．５５８

６９　　　　　１９７．６２７　　　１４．０６９　　　２８８．９７１

７０　　　　　２１４．８３９　　　１３．８５１　　３０７．１８６

７１　　　　　２１３．６１４　　　１２．７７０　　２９８．４２９

７２　　　　　２１７．０７４　　　１２．０４３　　　３００．１２９

７３　　　　　２９１．３１４　　　１２．２０２　　３６２．５４７

７４　　　　　３２５．３６９　　　１２．２０６　　３５０．９４５

７５　　　　　３５１，Ｏ０４　　　　１２．０１０　　３７４．２８２

７６　　　　　３４９．５２１　　　１１．５６８　　４１８．９８２

７７　　　　　３４６．１４６　　　１０．３４６　　４０７．４８０

７８　　　　　３３７．１０９　　　　７．４４６　　４０３．８０８

７９　　　　　４０３．３４７　　　　７．２４７　　４８０．９７６

８０　　　　　４４９．１３２　　　　７．２６２　　５３０，７０８

２４．７２９　　　６５．１６０　　　１１ ．５２７　　　１３３．４５１　　　１７．２４２

２３．２７３　　　　７４．３０９　　　　１１ ．２９４　　　１５２．５４３　　　　１７．２６１

２３．１５５　　　８３．４１３　　　１１．０５４　　１７１．５１０　　　１７．４０３

２４．００３　９０．０２６　１１．０５０　２０３．６５３　１８．７７６

２４．９６７　　　１０３．０７０　　　１１．３４２　　２４８．００５　　　１９．５１４

２５．１０８　　　１１６．６８４　　　１１．２８０　　２７３．０４５　　　１９．６０５

２３．４５９　　１３６．７７２　　　１１．０９７　　２９１．８１２　　　１８．００２

２３．１０１　　　１７０．５９８　　　１１．２０７　　３９２．６７７　　　１８．０４２

２３．４４３　　　１７８．６２１　　　１１．２１３　　４３９．１９８　　　１８．９９１

１９．１０８　　１７２．８７８　　　　９．３６０　　４５７．８１４　　　１８．２１９

１７．８３９　　１７５．３２４　　　　６．８８８　　４７３．４３０　　　１６．３１６

１５．８８０　１６５．１７４　５．９３６　４４１．３２３　１５．１１３

１４．０５２　１６５．３２６　５．１３３　４２４．７０６　１３．７７３

１３．６６５　１９０．５４２　５．１２６　５４１．９４２　１３．４６６

１３．６０４２０３．４６６　５．５７２　５９５．６９３　１３，３７６

（出所）　「化繊ハンドブック』（目本化学織維協会）および各社『有価証券報告書』より作成 。
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おり ，合繊産業は新たな段階に入っているといえる 。

　第１２表は化合繊７杜（帝人，東 レ， クラレ，旭化成，ユニ チカ ，三菱 レイヨソ，東

邦レーヨソ）の売上高および従業員数の推移を示したものである。７杜の売上

高総計は１９８０年には２兆２，５００億円の巨額にまで達しており ，綿紡８杜の売上

高の約２倍にもな っている。このうち帝人，東 レ， 旭化成３杜の売上高は化合

繊７杜の売上高の約７０％を占めており ，下位４杜との売上高の差は拡大する煩

向にある。７杜の売上高は１９８０年には１９６５年の３．４倍とな っており ，売上高の

伸び率だけをみると綿紡資本の同期問の３．７倍に比して小さいということにた

る。 また１９７０年から８０年までの伸び率は１．８倍で同じ期間の綿紡資本ユ．７倍に比

して若干高くな っている 。しかしユ９７７，７８年は売上高が前年に比して絶対的に

低下している。これは不況の長期化とあいまっ て， 「構造不況法」の適用を受

けるような状況であ ったことを示しているのである 。

　従業員数は，売上高の増大に反比例して減少している 。１９７０年には１０万人を

越える従業員が存在したが，８０年には約半数の５２，ＯＯＯ人にまで減少している 。

高および従業員数推移　　　　　　　　　　　（単位 ：１００万円，人 ：但し１人当りは１万円）

　ユニ チカ　　　　三菱 レイヨソ　　　東邦 レーヨソ　　　　　　　　　　　　１人当り
売上高従業員売上高１従業員売上高従業員墨上高詩長業員詐李上高

７９．５１０　　　　８．９４８　　　６７．２１３　　　　６ ．９７７

８３．７３８　　　　８．３９５　　　９０．２５０　　　　６ ．７６８

８８．６５５　　　　８．７５３　　　１０９．８２４　　　　６．８６８

９５．０２５　　　　８．６９９　　　１１ユ ，３１６　　　　８．１１１

１８９．５７０　　　２２．０９３　　１１４．３３６　　　　８．０４２

２２１．６９０　　　２０．７８７　　１３５．１６５　　　　８．７１４

２１３．８３９　　　１８．９０２　　１４８．２２６　　　　８．８１０

２１３．６１２　　　１６．８４２　　１５８．７４９　　　　８．５８６

２６ユ ，８３８　　　１６．３７９　　１８０．４１７　　　　８．９０７

２３３．８７１　　　１４．８３１　　１６６．３２５　　　　８．８２８

２６９．７６８　　　１３．５５３　　１８９．３１６　　　　５．４８６

２４５．３８９　　　１１ ．１２８　　　１９４．９７７　　　　４．８６７

１８４．２８２　　　　７．４６５　　１７８．２７３　　　　４．３７３

１８１ ．０９７　　　　６ ．９４３　　１４６．６６２　　　　３．４６４

１９６．２３１　　　　６．４５７　　１６９．０５６　　　　３．５６１

２１５．１１７　　　　６．８４３　　１８７．６２５　　　　３，５４７

２９．８００

２８．３７６

２７．２４２

２８．５１１

３１ ．６０８

４０．８５７

４４．５７７

５３．１５２

６８．３５３

６０．６６８

６０．４４８

６４．５５２

６２．８６１

６３．１９５

６９．７２９

７１ ，０４１

５． ４９５　　　　６７０．０５７　　　９３．４２１　　　　　　７１７

３． ７５１　　　　７６０．８１７　　　８７．５６１　　　　　　８６９

３． ５７１　　　　８３０．８３５　　　８６．００１　　　　　　９６６

３． ５９０　　　　８９７．３３０　　　８６．５５８　　　　１ ．０３７

３． ４６９　　１ ，１１５．７９１　　１０１．５０２　　　　１ ．０９９

３． ３８４　　１ ，２７０．８１１　　１０２．５５９　　　　１ ．２３９

３． ４２０　　１ ，３０８．４１４　　　９９．８９０　　　　１ ．３１０

３． ３１６　　１ ，３７１．３００　　　９３．３４５　　　　１ ．４６９

３． ２３３　　１，７２７．７４４　　　９３．０７１　　　　１ ．８５６

２． ９８１　　１ ，７５７．９９７　　　９２．４９３　　　　１．９０１

２． ８００　　１ ，８７５．５１０　　　８０．５３６　　　　２．３２９

２． ５２９　　　１ ，９２２．１７５　　　７１，ユ３５　　　　２．７０３

２． ２００　　１ ，７８５．５３９　　　６１．３１３　　　　２．９１２

２． ０２０　　１ ，７２１．９０３　　　５２．７９１　　　　３．２６２

１． ９４３　　２，０５１．８２３　　　５１ ．５５５　　　　３．９８０

１． ８５１　　２，２５２．７８２　　　５２．０５４　　　　４，３２８

（６３９）
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とくに１９７０年代後半からの減少率は著しく ，合理化が浸透していることを示し

ている。売上高の伸びに反しての従業員の削減は，従業員１人当りの売上高の

大巾な増大となってあらわれている。１９６５年ユ人当りの売上高平均は，７１７万

円であったのが，８０年には６倍の４，３２８万円にもな っている。化合繊７杜の従

業員１人当りの売上高は，同じ繊維産業である綿紡資本の１．６倍であり ，それ

だげ化合繊部門は，労働生産性も高く ，労働強度も大きいということを示して

いることになる 。

　綿紡に比して化合繊部門はより大きな機械設備を必要とし，したがって資本

規模も大きい。化合繊はいわほ装置産業ともいえる部門である。この化合繊の

設備状況を示したのが第１３表である。化繊のビスコース，キ ュプラ，アセテー

ト， 合繊のナイロソ
，１
アクリノレ，ポリエステルの設備状況である。化繊部門は ，

合繊の進出によって設備は減少傾向にあり ，１９８０年のそれは，１９６６年の約３分

の２にまでにな っている。一方合繊は，１９８０年の設備能カは日産４，５８７トソで ，

６６年の設備の３倍強にまで拡大している。とくに合繊のうち後発部門であ った

第１３表　化学 ・合成繊維設備状況推移 （単位 ：目産ｔ）

ビスコース ・キ ュブラ
アセテート

合　　成　　繊　　維

合計
合計 長繊維　　短繊維 合　計 ナイロソ アクリノレ

ポリェス
テノレ

１９６６ ３， ４２５ ２， ００６ ４９７ １， ５０９ １， ４１９ ４２５ ３０８ ３４６

６７ ３， ７４３ ２， Ｏ０４ ５０８ １， ４９６ １， ７３９ ５１０ ４０１ ４３８

６８ ３， ７４７ １， ７３９ ５１６ １， ２２３ ２， ００７ ５９７ ４４８ ５２０

６９ ４， １４５ １， ７０９ ４８２ １， ２２７ ２， ４３７ ７５３ ５８５ ６４４

７０ ４， ８０９ １， ６９９ ４７２ １， ２２７ ３， １１０ ８６７ ７８８ ９７１

７１ ５， ０２９ １， ５９４ ３８２ １， ２１２ ３， ４３５ ９１２ ８８４ １， １０５

７２ ５， １２２ １， ６０１ ３８４ １， ２１７ ３， ５２１ ９１２ ９１５ １， １６９

７３ ５， ４３１ １， ６２４ ３７６ １， ２４８ ３， ８０５ ９５５ ９１５ １， ３８６

７４ ５， ５３２ １， ６５９ ３８１ １， ２７８ ３， ８７０ ９５４ ９３０ １， ３８６

７５ ５， ４９７ １， ６０１ ３８１ １， ２２０ ３， ８９４ ９５４ ９３０ １， ４１１

７６ ５， ５３３ １， ５１３ ３８１ １， １３２ ４， ０１７ ９５４ ９７４ １， ４９４

７７ ６， ４０７ １， ５１３ ３８０ １， １３２ ４， ８９２ １， ０７８ １， ２３６ １， ９９０

７８ ６， ５２７ １， ４８０ ３５６ １， １２４ ５， ０４４ １， ０８１ １， ２５８ ２， １３０

７９ ５， ７７４ １， ３３９ ３６７ ９７１ ４， ４３３ ８９１ １， ０９０ １， ８８３

８０ ５， ９４９ １， ３６０ ３７３ ９８６ ４， ５８７ ９２４ １， １１８ １， ９６９

（出所）　「化繊ハンドブ ック』

（６４０）



　　　　　　　　　　　目本繊維資本と対外関係（ｕ）（岩田）　　　　　　　　　　　８５

アクリル，ポリユステノレの伸びは大きい。しかし設備能力は，１９７８年を最高と

して７９，８０年には減少している。第１２表の売上高の推移にあらわれているよう

に， 不況の長期化は，設備廃棄を余儀なくさせていることを示している。最近

アクリノレなど一部の部門で輸出が回復の兆しがあるとはいえ，国内需要の停滞 ，

輸出の停滞，そして他方で韓国を中心とする発展途上諸国からの輸入増大は ，

合繊をして設備縮小に追い込まれたということである 。

　化合繊の各個別資本の生産状況を，３大合繊（ナィロソ，アクリ ノレ，ポリェステ

ノレ）で示したのが，第１４，１５，１６表である 。

　ナイロソは，生産を行っている企業は６杜とな っている。東 レを先発資本と

して，６７年に帝人が参入して以来の形態である。この６杜の中には，鐘紡，東

第１４表　ナイロンの企業別生産状況推移 （単位 ：トソ）

レー一チカ１帝人１鐘紡旭化成１東洋紡
１９６０

　６１

　６２

　６３

　６４

　６５

　６６

　６７

　６８

　６９

　７０

　７１

　７２

　７３

　７４

　７５

　７６

　７７

　７８

　７９

　８０

　８１

３１．４３５　　　　　　８，８６４　　　　　　　　　－

３７．５２５　　　　　１２，０２３　　　　　　　　　－

４２．５７７　　　　　　１５，１４１　　　　　　　　　－

５４．０５１　　　　　　２３，５２７　　　　　　　　　－

６３．８２２　　　　　　３３，５３７　　　　　　　　　－

５５ ．２６０　　　　　　２９，３６８　　　　　　　　　－

６６，ユ３９　　　　　　３３，６９８　　　　　　　　　－

７８．７０７　　　　　　４１ ．８０４　　　　　　１７．７５６

８４．３６１　　　　　　４６．３５５　　　　　　２３．１６６

８５．４６８　　　　　４７．５２６　　　　　２５．２９７

１１０．２２０　　　　　　５９ ．２３７　　　　　　３８．７５３

１０９ ．２７８　　　　　　６０．４２３　　　　　　３９ ．１４８

１０７．６８３　　　　　　５８．４５３　　　　　　３７．２１６

１１９ ．４２６　　　　　　６２．７５２　　　　　　４３ ．０６８

９８．４０８　　　　　　５６．１０７　　　　　３９ ．７３７

９６，ユ７９　　　　　　５３．４７８　　　　　　３６ ．４４４

９８．９７０　　　　　　５６．７５０　　　　　　４２．６５８

１０４．４１８　　　　　　５３．０９９　　　　　４５．４９１

１０６ ．６７７　　　　　　５２．７０６　　　　　　４５ ．１０２

１０４．０２４　　　　　　５１ ．６６８　　　　　　４４．９７９

１０３ ．７４５　　　　　　５３．４７１　　　　　　４６ ．２２３

９８．８３３　　　　　　５２．６５８　　　　　　４１ ，６５６

　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｝

　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｉ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｉ

ユ，

３０５　　　　　一　　　　　一
８． ８２１　　　　　　　１ ．６９４　　　　　　　３ ．４４８

１０．５５９　　　　　　　５．４２１　　　　　　５．７５９

１２．１２９　　　　　　８．７４３　　　　　　１１ ．６４９

１９ ．４７５　　　　　１５．２０７　　　　　１３．７９４

２１ ．６５０　　　　　２１ ．３７３　　　　　　１６ ．４４０

２５．７８４　　　　　２４．５３７　　　　　１８．９５３

３５．１２０　　　　　　３２．３１９　　　　　　２５．６３０

３４．９４９　　　　　３６．１９７　　　　　２７．７０２

３２．７５０　　　　　　３３ ．９２７　　　　　　２６ ．７６８

４０．９６３　　　　　　４３ ．９７６　　　　　　２８．０８４

３３．０１１　　　　　　３９ ．７４６　　　　　　２４．４４９

３１ ．１７４　　　　　３２．２７１　　　　　２２．１４４

３０．５７５　　　　　　４３．１４８　　　　　　２６．１３９

２９ ．３０１　　　　　　４９ ．４７８　　　　　　２３．８４０

１９ ．１１９　　　　　　５８．４８０　　　　　　２４．２５９

２６ ．７０６　　　　　　５７．８６３　　　　　　２５．５！５

２９ ．９６２　　　　　　５６ ．５８７　　　　　２５．８０３

２７．９６９　　　　　　５４．０７２　　　　　　２２，８５９

（注）ユニチカの１９６８年以前は日本レーヨン，東洋紡の１９６５年以前は呉羽紡の生産状況である。また鐘紡の１９７９年

　以後はカネポウ合繊の生産状況である 。

（出所）　日本化繊協会資料より作成 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４１）



８６
　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

第１５表　アクリルの企業別生産状況推移 （単位 ：ｔ）

ぺ１東 レ１旭化成１籍撃１貝釘ク１著ク１禦）晦姦１目東紡１附１勢
１９６０　　３７２５．７８９２．８５６　６．０３８６，６７０　一　　一　　３１　１８　２４６

　６１　　４９５６．５０８３．３９８　６．４９８５，４５６　一　　一　　２１　１２　６４１

６２　　８３３８．１６１３．６７１　６．７０５６，９８２　一　　一　　２３　　９１ ，Ｏ０５

６３　１．２６１１０．７０８４．９９８　８．３９９９．２４２　２２１　－　　２２　－１ ．１８０

６４　４．０８７１６．７４０６．２１５１３．６２３１５．８１２３，８９５　－　　２１　－１ ．２１７

６５　５．７０５２２．９６４６．２７４１５．９１４２２．６１９１０，２６７　－　　６　－　３１７
６６　　６．６１２２７．２２２　５．４２７２１．１３５２７．４６２１１，５８０　　一　　一　　一　　一
６７　１１．７５０３２．４７６　５．８１６３０．８３７３１．１４６１３，７４５　一　　一　　一　　一
６８　１９．７９２３８．６６６　７．２６３３８．５８４３８．２８８１６，９２０　一　　一　　一　　一
６９　２３．５３８４０．３６３　７．８５７４０．０１０３８．３４５２０，８５４　　一　　一　　一　　一
７０　３７．３８３５９．１７５１３．６６５５７．１００５８．７０５３６，７９０　　一　　一　　一　　一
７１　４５．７２３６３．７６０１２．８６３６１．９４５６６．１２６４５，４４３　　一　　一　　一　　一
７２　４３．７８６５７．９１３１６．４６０５５．６６３５７．２１９４３．１６４３，１４４　一　　一　　一
７３　４８．５３８７２．６２１１９．０６３６７．１６１７０．７８８５１．２５２５，８４４　一　　一　　一
７４　４２．４００５５．０４０１８．４３１５５．２５８５７．４２９４２．９１８６，８４１　一　　一　　一
７５　３８．５６０４８．７６２１４．６４７４６．０３４４８．７６７３８．９７３７，７５２　一　　一　　一
７６　４４．１８７６１．６１２２０．１７４６０．６８１６５．８７８４７．４２０１０，１２８　　一　　一　　一

７７　４５．２１７７９．５５８１９．７５８６２．６００７８．１０１３６．７５６１５，９１３　　一　　一　　一

７８　４７．６４７８８．６００２０．６００６５．４１７９３．３０９３８．６０８１９，６０４　一　　一　　一
７９　４３．７９５８０．２４２２１．４８６６６．１９６８４．７５９３８．７４７２３，９９７　　一　　一　　一

８０　４２．６０３８４．１８０１９．６８６６４．７９７８４．４６７１８．９７２２６，４４０　　一　　一　　一

８１　３９．３５１７９．４３５２０．８３０６６．６５６８５．０７５３６．６９０２１，３６８　　一　　一　　一

（出所）　日本化繊協会資料より作成 。

洋紡という綿紡資本が入っているが，東 レ，ユニ チカ，帝人，旭化成の市場占

有率は高く４杜で８３劣を占めており ，そのうち東 レは８０年にユＯ万トソと総生産

高の約３分の１を生産している。各杜の最大生産年は一致していないが，１９７３

年に３３万８，ＯＯＯトソを生産したのをピークとしてそれ以降横ばいないし低下し

ている。この最大生産年の１９７３年は，日産９５５トソの生産設備で，設備能力か

らすれぼ１９７８年の１，０８１トソの９０％弱であるが，稼動率は９７％であ った。しか

し１９７８年の稼動率は７７％にすぎたい。この１９７８年を境として生産設備能力は低

下してきている。これはナイロソ部門の不振が設備廃棄を余儀淀くさせている

からである 。

　ナイロソに比して生産企業数が多いのは，アクリノレおよぴポリエステルであ

る。 アクリルは現在生産をおこ たっ ているのは東 レ， 旭化成，鐘淵化学，目本

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６４２）



　　日本繊維資本と対外関係（Ｉ）（岩田）

第１６表　ポリェステルの企業別生産状況推移

　　　８７

（単位 ：ｔ）

べ帝人東 レ旭化成クラレ 東洋紡１員釘１渚１考書義大和紡１享；
１９６０ 　１１ ，２１６！１１ ，２１０ 　＿ 　＿ 　＿ 　＿ 　＿ 　＿ 　＿ 　＿
６１

　１９・０２９；１８・２９９Ｉ　 一　 一　 ｉ　 －　 ｉ　 一　 一　 一
　６２　　　　　２３，２６３ ．　２３ ，５５７’　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一

６３ 　３０・１８３…３１・ｌ／７１一 　一 　一 　一 　一 　一 　一 　一
　６４　　３７，４３６「３３ ，３９０■ 　一　２．１８９　２，３８３　　一　　一　　一　　一　２．０６６

　６５　　　　　４１ ，９５３－　４２．１１１１　　　－　　３．８８０　　５，５６２　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　３ ．８６３

　６６　　　　　４６，０７５ヨ　４７，７３９；　　　一　　　９．０４６　　９．７２３　　５，０６１　　　　　一　　　　　一　　　　　一　　　３ ．１０２

　６７　　　　　５４．２９６　５５ ，８８７－　　　　１３　　１２．２６４　　１５．５１１　１３．９６５　　　　　１５　　　　　一　　　　　一　　　　　■

　６８　　　　　６１ ．７０１　　６２．６２６　　　　１２６　　１７．９１８　　２２．６４６　　１６．３０４　　　　　２４　　　　　一　　　　　一　　　　　ｉ

　６９　　　　　６４．８６！　６５ ，０９８Ｉ　１ ．１１４　　２０．７９３　　２６．５１０　２２．０２５　　　　　２９　　　　　一　　　　　一　　　　　一

　７０　　　　　９２．７７７　　９１ ．６３０　　５．８８６　２８．６１９　３７．２２５　３９．５５０　　　　１６８　　　　　一　　　　　一　　　　　一

　７１　　　　１０７．５０２１０６ ．９２２　１４．６３０　３２．６１８　４６ ．１８３　　５１．５９３　　　　５３１　　　　　一　　　　　一　　　　　一

　７２　　　　　９９ ．５７６　　９９ ．１４５　１３ ．９８２　　３３ ．０２９　　４７．４３５　　５２．０９０　　　　５５４　　　９，８２９　　　　　一　　　　　一

　７３　１２４．４８３１２２，８３３」１７．７６９５０．６２３５４．５９５６４．３１８１７．７５８　９．９５０　６０３　　－

　７４　　　　１１１．６５８１１６ ．３２２　１５．１１３　　５４．６５０　　５８，Ｏ０２　　６４．７４６　２０．１４１　　９．６０３　　　　６１２　　　　　－

　７５　　　　１０９．２４２１０８．７５７　１５，ＯＯ０　　５３．２７２　　５６ ．１６４　　５８．８１２　　１９．８１７　　９．２６５　　　　５７６　　　　　－

　７６　　　　　１３１ ．８６６１２９ ．７８７　１８．８５４　　５９ ．５２４　　６７．９８５　　７１ ．６１４　　２５．５８３　　　７．０６３　　　　　７２９　　　　　５６１

　７７　　　　１４６．０８３１４０．０７４　２１ ．７４３　　６０．３２１　　６６．４９１　　７２．０１１　　４ ．７２２　　２４．５３１　　　　６８６　　２．６７４

　７８　　　　１６０．６６５１５３ ．５４３　２３．８１１　６４．０９７　７０．４１３　８６．０１８　　４．７３８　　６．０６８　　　　６０２　　３．０５１

　７９　　　　１５９．２５７１４９ ．６９６　２３ ．０８３　　６４．６２３　　６８．８９０　８４．４８５　　５．５２５　３２．２１１　　　　６５９　　５ ．１８１

　８０　　　　１５８．５７８１４８．８２３　２１ ．７７８　　６１ ．６６５　　６６ ，Ｏ０８　　８２．７７９　　　５．４９０　　２９．５６１　　　　６６１　　７．０１５

　８１　　　　　１６２．５１３　１５２．５７８　２３ ．１６８　　５９．７２４　　６３ ．７７８　　８３．５８９　　　５．２５５　　３０．０７９　　　　　６５１　　　７，２４９

カネボウ合繊の１９７８年以前は鐘紡，ユニチカの１９６８年以前は日本レーヨンの生産状況である 。

（出所）　日本化繊協会賃料より作成 。

エクスラソ，三菱 レイヨ：／，東邦ベスロソ，カネボウ合繊の７杜でこのうち鐘淵

化学は鐘紡の傍系会杜で化学品化成品の製造を主としており ，カネボウ合繊も

鐘紡の子会杜である。また日本エクスラソは東洋紡の関連企業であり ，東邦ベ

スロソは東邦 レーヨソの傍系企業である。アクリノレの最大生産年は１９７８年で３７

万４，ＯＯＯトソを生産していたが，それ以降は低下傾向にあり８０年は３４万１，０００ト

ソとピーク時の９０％の生産にとどまっ ている 。この１９７８年，８０年の生産能力は

それぞれ目産１，０８ユトソ，９２４トソであり ，８０年の生産能カの低下は，ナイロソ

と同様に生産設備の廃棄もしくは，生産設備の外国への売却なとによっ ている 。

７８，８０年の稼動率はそれぞれ８１劣，８３％であり遊休設備を２０劣近くも抱えてい

たことになる。因みに１９７３年の生産能力は日産９５５トソであり ，この年の稼動
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率は９６％と高水準になっている。企業によっ ては７０年代の初期までは１００ガを

越す稼動率で操業していたほどであるから，１９７４年以後の稼動率の低下は，そ

れだけ合繊不況の深刻さを示していることになる。なおカネボウ合繊は１９７２年

に新規参入したように表では示しているが，１９７０年鐘紡はすでにアクリノレ生産

を開始している。また１９６０年代の東邦 レーヨソのアクリノレ生産は東邦ベスロソ

に引き継がれている。このようにアクリル生産は１９６０年代後半以降急速に生産

を拡大したが，現在は生産能力，生産量とも停滞している 。１９８２年に入って合

繊の中でもとくにアクリノレは輸出の回復の兆しをみせているが，しかしアクリ

ル生産は今や世界的な規模で拡がっており ，日本の輸出が拡大し，国内のアク

リノレ生産も拡大するという状況にはないのである。それは例えば鐘紡がアクリ

ル生産設備を中国に売却する方向が出されているということにもあらわれてい

るし，またアクリノレの原料価格が高く ，欧米に比して競争上不利であることな

どである。むしろアクリノレ部門でもナイロソと同様に企業の再編もしくは生産

体制の再編が行われ，寡占体制が強化される方向にあるといえよう 。

　次にポリユステルであるが，この部門の生産企業は，帝人，東 レ， 旭化成 ，

クラレ，東洋紡，目本ユステル，三菱 レイヨソ，カネボウ合繊，大和紡，ユニ

チカの１０杜によっ て生産されている。このうち目本ユステノレは鐘紡，ユニ チカ ，

二菱化成工業の共同出資企業であり ，ポリヱステノレ生産は，化合繊資本６杜，

綿紡資本３杜によっ て行われていることにたる。このポリエステノレ生産は，帝

人， 東レの市場占有率は高く ，１９８１年は２杜で３１万５，ＯＯＯトソを生産し，他の８

杜の合計は２７万トソであるから占有率は５０％を越しているのである。このポリ

ュステル生産に特徴的たことは，ナイロソ，アクリルをはじめとする他の合繊

部門がすべて生産の停滞ないし低下傾剛こある中で，ポリェステノレのみ若干で

あるが生産が増大している点にある。ナイロソ，アクリルとも１９７８年が最大生

産量であ ったが，ポリエステル生産は，１９８１年は７８年に比して３％弱生産が増

加している。生産設備能力は，１９７８年に日産１，２５８トソと最高を記録しており

この年の稼動率は７４劣であ った。しかし１９８０年は生産能力は目産１，９６９トソと

１９７８年の生産能力に比して低下したが，生産量は５８万トソで稼動率は８１劣と上
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昇Ｌているのである。ポリェステル部門は，ナイロソ，アクリノレ部門と同様

１９７５年以降大巾な設傭更新，技術開発は進行していたい。それは合繊生産の絶

対的拡大が不可能の状況にあるからで，企業は合理化なとによって不況を切り

抜げようとしたからである。したがって各企業は設備廃棄を一方で進めたがら
，

稼動率を高めることによっ て生産量を確保してきたのてある 。

　現在の目本の合繊部門は，発展途上国の追い上げや，欧米でみられるような

生産の集中化 ・設備更新なとによっ て， 国際競争上ますます不利になろうとし

ている。そこで最近では，合繊資本問の技術提携，あるいは綿紡資本を含めた

グノレープ化の再編を推進しようとしているし，また石油化学資本との提携を強

化する方向も出ている。そして競争力の強化のために新鋭工場の建設，設備更

新も計画されている 。

　ナイロソ，アクリノレ，ポリエステノレの各企業別生産状況から明らかなように

合繊は１９６０年代に入ってから本格化した産業部門であり ，その面では新規参入

も容易であ ったといえる。とくに外国技術を導入しての生産であ ったから，技

術導入資金さえ調達可能な資本は新観参入をはかってい ったのである。新規参

入といっても全く技術的 ・生産的基礎がない企業が参入したわけではない。合

繊生産を行っている資本は一部の石油化学系企業を除けぼ，綿紡資本か，化繊

資本とな っている。化繊生産を行っている綿紡資本はすでに第２次世界大戦前

より化繊部門に進出している企業が多く ，それ以外の綿紡資本は未だ合繊部門

に進出していないのである。したがって技術 ・生産体系の基礎をもっ て合繊が

拡大されていったのであるが，目本の合繊生産は当然のことながら欧米資本か

らすれぼ後発としてのものである。さらに欧米日の合繊生産がいわば成熟した

段階にあり ，最近の発展途上国の合繊生産は，その後に参入してきているので

ある。もっとも発展途上国の参入は，先進国資本に依存する場合が多いのであ

って独自の資本 ・技術などで参入しているわけではたい 。

　第１７表はこの合繊生産の世界的状況を示したものである。目本の化合繊生産

は１９７４年１５７万トソ，世界の１４２％を生産していたが８０年は１７５万４，ＯＯＯトンと

生産量は１０％強増加したがノエアは１２８％と下がっている。これは目本にかぎ
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　第１７表　化学繊維国別生産高　　　　（単位 ：１，０００トソ，％）

１９７４ （％） ７５ （％） ７６ （％） ７７ （％） ７８ （％） ７９ （％） ８０ （劣）

目　　本 １， ５７０ １４．２ １， ３８０ １３ ．４ １， ５６４ １３ ．２ １， ６６１ １３ ．４ １， ７６５ １３ ．２ １， ７６８ １２．６ １， ７５４ １２．８

韓　　国 １６１ １．
５ ２７２ ２． ６ ３３０ ２． ８ ３７２ ３． ０ ４５５ ３． ４ ５０１ ３． ６ ５６４ ４． １

台　　湾 １９１ １． ７ ２８４ ２． ８ ３４１ ２． ９ ４３４ ３． ５ ５３７ ４． ０ ５９４ ４． ２ ６３６ ４． ６

中　　国 １４０ １． ３ １５６ １． ５ １７７ １． ５ １９８ １． ６ ２８２ ２． １ ３２６ ２． ３ ４４０ ３． ２

西ドイツ ９１４ ８． ３ ７１７ ７． ０ ８７７ ７． ４ ８００ ６． ４ ８３８ ６． ３ ８６８ ６． ２ ８３１ ６． １

イタリア ４３６ ４． Ｏ ３６５ ３． ５ ４８３ ４． １ ４３７ ３． ５ ４４１ ３． ３ ４３８ ３． １ ４１９ ３． １

イギリス ６１３ ５． ６ ５５０ ５． ３ ６０３ ５． １ ５３５ ４． ３ ５９１ ４． ４ ５８０ ４． １ ４３４ ３． ２

アメリカ
３， １２８ ２８．４ ２， ７８５ ２７．０ ３， １２７ ２６ ．５ ３， ４４０ ２７．７ ３， ６２８ ２７．２ ３， ９０６ ２７．９ ３， ６０８ ２６ ．３

メキシコ
１５７ １． ５ １８５ １． ８ １９３ １． ６ ２１３ １． ７ ２２７ １． ７ ２５７ １． ８ ２６７ １． ９

ブラジ ノレ １６９ １． ５ １７５ １． ７ ２１１ １． ８ ２１０ １． ７ ２２７ １． ７ ２６４ １． ８ ２８３ ２． １

ソ　　連 ８８７ ８． ０ ９５２ ９． ２
１， ０１１ ８． ６

１， ０８５ ８． ７
１， １１０ ８． ３ １， １１０ ７． ９

１， ２００ ８． ７

世界合計 １１ ，０１９ １００ １０，３１２ １０ １１ ，８１１ １０ １２，４３０ １０ １３，３５３ １００ １３ ，９８０ １００ １３ ，７３０ １００

（資料）Ｔｅｘｔｉ１ｅ　Ｏｒｇａｎｏｏ

（出所）　『化繊ハンドブック』より作成 。

らず西トイソ，イギリス，アメリヵなとの先進資本主義国すへてであり ，とく

に西トイソ，イギリスなとは生産量も減少している。欧米における合繊生産は ，

目本の状況と異なりスクラ ップ ・アソド ・ビノレドが進行し，競争力の低い資本

は陶汰され，さらに新規設備に更新することによっ て競争力を強化している 。

先進資本主義国と異なって生産量，：■エァとも増大しているのは，杜会主義国 ・

発展途上国である。韓国は１９７４年目本の生産量の１０分の１の１６万トソの生産に

すぎなかったのが，８０年には５６万４，ＯＯＯトソ，目本の生産量の３分のユ近くに

まで増加し，世界ンェアも４１％とな っている。また台湾も１９７４年の１９万トソ

から８０年には６３万６，ＯＯＯトソと３倍以上の増加になっている。杜会主義剛こお

いても中国，ソ連の生産拡大が進み，とくに中国では１９７４年の１４万トソから８０

年には４４万トソと３倍以上の増加率にな っている。世界の合繊生産量の拡大は

まさに発展途上国，杜会主義副こ依存しているといえるのである。しかし発展

途上剛こおげる合繊生産の拡大は，これらの地域に先進国資本が進出し現地生

産を開始したこと，あるいは合弁形態での生産や，あるいは技術輸入をはかる

ことによっ ているのであ って，合繊生産が先進資本主義国から発展途上副こ比

重が移りつつあるといっても実態は，先進国資本の生産地の変更にすぎないと
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いう側面が強いのである。先進国資本の進出は１９６０年代からはじまり７０年代前

半まで行われるが，それが７０年代後半以降の生産の拡大とな ってい った。発展

途上国での合繊生産は，他の産業と同様にＮＩＣｓ を中心としているのであ って ，

すへての発展途上諸国に進出しているのではない。そしてＮＩＣｓ を中心とした

発展途上国での合繊生産の発展 ・拡大は，先進国合繊の輸出を相対的に減少さ

せることにな ったし，発展途上国からの合繊輸入を増大させるということにも

なっ た。 それは先進国合繊資本をして，生産の絶対的拡大を困難にしたし，国

際競争力を強化するための手段（設備更新，合理化たと）を行わさるをえない客

観的条件を生んだのでもあ った 。

　第１７表で明らかなように，合繊生産は世界的には拡大されているが，先進国

のシェァは低下している。日本も同様で，とくにポリェステノレ生産の低下が著

しい。１９６０年代は２０ガを越えていたシエアが１９８０年には１２．２％と低下している 。

この問目本のポリユステ ノレ生産の伸ぴ率も大きかったにもかかわらずである 。

それだげポリニステル生産に関しては発展途上国の伸び率が大きいということ

を示している。ナイロソ，アクリノレは，ポリェステノレほど生産の伸び率は大き

くはないが，日本のナイロソ生産は１９７０年代に入ってほとんど停滞しているし ，

アクリル生産でも２０％の生産拡大にすぎない。したがってポリエステルほどで

はないが，ナイロソ，アクリルの両部門でもシエアは低下しているのである

（第１８表）。

　日本の合繊生産の状況を世界生産量の中での ：■エア，およひ３大合繊におげ

るシエアを示したが，１９７０年代以降低下傾向が続いている。日本の合繊は生産

量のみならず輸出においても停滞状況が続いているが，この生産および輸出の

停滞の原因は，世界不況が主原因であるが同時に目本合繊の国際的競争カの相

対的低下に原因があるように思われる。前述したように目本の合繊資本は７０年

代後半以降，大巾な設備更新や技術開発を進行させていない。むしろ生産拡大

の困難を合理化などによっ て切り抜けようとしてきたのであ った。したが って

国際競争力とくに労働生産性の側面からみれは大きく前進していないというこ

とである。また発展途上国での合繊生産が，日本の技術輸出や生産設備の輸出
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３大合繊の世界生産量推移と目本の １■エア推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：１，ＯＯＯトソ）

１９６０

　６１

　６２

　６３

　６４

　６５

　６６

　６７

　６８

　６９

　７０

　７１

　７２

　７３

　７４

　７５

　７６

　７７

　７８

　７９

　８０

（資料）

ナイロソ

　４０７

　４７９

　６０９

　７４１

　９０１

１． ０２３

１． ２２０

１． ３２２

１． ６４４

１． ８３４

１． ９０３

２． １６６

２． ４３７

２． ７２７

２． ６２４

２． ４８９

２． ８４９

２． ９３８

３． １３９

３． ２８３

３， １２５

日本の生産高
　　（％）

４０（９ ．８）

５０（１０．４）

５８（至９ ．５）

８０（１０．８）

１１９（１３ ．２）

１１８（１１ ．５）

１４６（１２．０）

１８８（１４．２）

２１５（１３ ．１）

２５２（１３ ．７）

３０３（１５．９）

３１０（１４．３）

２９９（１２．３）

３４１（１２．５）

２９４（１１ ．２）

２７９（１１ ．２）

３０１（１０．６）

３０８（１０．５）

３０９（９ ．８）

３１３（９ ．５）

３１８（１０．２）

ポリユステル

　１２３

　１５１

　２０８

　２６３

　３３８

　４５７

　５８９

　７５３

１． ０８１

１． ３６２

１． ６４５

２． １２７

２． ５２３

３． １７７

３． ２６６

３． ３６６

３． ８９５

４． ３００

４． ７５０

５． １２４

５， １３２

目本の生産高
　　（％）

２２（１７．９）

３７（２４．５）

４７（２２．６）

６２（２３ ．６）

８６（２５ ．４）

９７（２１ ．２）

１２１（２０．５）

１５２（２０．２）

１８１（１６ ．７）

２２３（１６ ．４）

３０９（１８．８）

４００（１８．８）

３８９（１５ ．４）

４７８（１５ ．０）

４６６（１４．３）

４４５（１３ ．２）

５３５（１３ ．７）

５７２（１３ ．３）

６３７（１３ ．４）

６３２（１２．３）

６２５（１２．２）

アクリル

　１０９

　１２２

　１６５

　２１１

　３００

　４０４

　４５７

　５３９

　７３１

　８４７

１． ００３

１． １７０

１． ２７１

１． ５７８

１． ４４９

１． ３９１

１． ７４２

１． ７９０

２． ０２１

２． ０６９

２， ０８３

目本の生産高
　　（％）

２２（２０．２）

２３（１８．９）

２７（１６．４）

３６（１７．１）

６２（２０．７）

８４（２０．８）

９９（２１ ．７）

１２６（２３ ．４）

１６０（２１ ．９）

１８９（２２．３）

２６３（２６．２）

２９６（２５．３）

２７７（２１ ．８）

３３５（２１ ．２）

２７８（１９ ．２）

２４３（１７．５）

３１０（１７．８）

３３８（１８．９）

３７３（１８．５）

３５９（１７．４）

３５３（１７．Ｏ）

（出所）

Ｔｅｘｔｉ１ｅ　Ｏｒｇａｎｏｏ

『化繊ハンドブ ック』『繊維統計年報』。

第１９表 日・ 米・ 西独にお

日　　　　　　　　　　本

テレフタル酸 カプロラクタム アクリロニトリル
エチレソク
レコーノレ

テレフタル酸

１９７１

一
１４６（１９） ９９（１３）

一
１３

７２

一
１４４（２２） ９５（１４）

一
１３

７３

‘
１５１（２５） ９６（１６）

’
１３

７４

一
２２９（３６） １５５（２４）

一
２０

７５

一
２５６（３９） １７６（２７）

一
２１

７６ １９２（２９） ２８７（４４） １９３（２９） １３７（２１） ２１

７７ １７９（３０） ２９５（５０） ２００（３４） １３６（２３） ２０

７８ １６４（３５） ２７８（６０） １７６（３８） １２４（２７） １８

７９ １７０（３５） ２９７（６１） １８７（３９） １５２（３１） ２４

８０ ２１２（４２） ４１２（８２） ２３８（４７） １９９（３９） ３２

８１ ２１６（４５） ４１７（８６） ２２６（４７） １９１（３９） ３６

テレフタル酸

（出所） 「化繊ハンドブック』より作成。但し，目本の（）内の数字は，対米ドルレートで換算 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６４８）
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なとに依存しているとしても，国際競争力は，原料価格と，労賃なとのいわは

費用価格に規定されるのであるから発展途上国は目本の合繊に比して有利であ

るということになる。また１９７３年の石油価格の大巾な上昇は，コスト増大を招

いたが，これは目本のみならず世界的に共通の現象である。しかし第１９表で示

したように，石油価格の上昇率ほど原料価格は上昇していない。にもかかわら

ずアメリカ，西ドイツに比すれぼ，目本の原料価格ははるかに高いのである 。

とくにアメリカと比すれば２０～３０％ほど高い。日本の原料は石油系統を使用し

ており ，アメリカは国内で生産される天然ガスを使用しているということが原

因である。そして労賃面では名目的には欧米水準と同等にな っているために ，

原料価格の差が国際競争上の劣位さを示しているのである。この国際競争上の

相対的低下が目本の合繊生産の停滞状況をもたらした一因なのである 。

　合繊の原料価格は上昇傾向にあるにもかかわらず，合繊製品の販売価格は低

下傾向を示している 。第２０，２１表は東 レにおげる合繊原料価格と，合繊の販売

価格であるが，ポリニステノレの原料であるテレフタノレ酸は，１９７５，７６年に１ト

ソ当り２０万円と最高水準になり ，７７，７８年には低下している。周知のように ，

現在原油価格は１９７３年の１０倍以上にな っているが，合繊原料価格は原油の上

昇率と一致していないということである。これは円高なども影響しているが ，

ける主要化学繊維原料価格（単位 ：財西注ｇ隷地ま ．失晦ずソド当り ’セソト）

ア　　　メ　　　リ　　　カ 西　　ド　　イ　　ツ
カプ １コフ アクリロ エチレソグ テレフタノレ酸

カプ １コ

フ アクリロ ニチレソグ
クタム ニトリル レコーノレ クタム ニトリル レコーノレ

２４．５ １４．５ ８． ５
‘ 一 一

９

２４ ．５ １３ ８． ５
一 一

２４ ９． ８

２４ ．５ １４．５ ９
一

２７

一 一
４５ １９ ．５ １４ ２５ ５２

・
３０

４８ ２４ ２３ ．５ ３２ ４７ ２７ ２３ ．５

５０ ２６ ．５ ２３ ．５ ３２ ４８ ２７ ２２

５０ ２７ ２３ ．５ ２０ ．５ ５０

■
２４．２

５１ ２７ ２４ ．５ ２０ ４８ ２７ １９

６４ ２６ ２５ ３８ ６８ ３１ ２５

６６ ３６ ．５ ２８ ３８ ７８ ３７ ３２

８０ ４２ ３０．５ ３６ ７０ ３５ ３３

（６４９）
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第２０表　東レにおける合繊原料価格

　　　　　　　　（単位 ：１トソ当り ・円）

テレフタノレ酸 アクリ厚ニトリノレ

１９６９ １５３，ＯＯＯ ９５，０５８

７０ １３３，０００ ９４，７６０

７１ １１８，０００ ９０，０００

７２ １０５，０００ ８５，０００

７３ １００，ＯＯＯ ８５，Ｏ００

７４ １３７，Ｏ００ １７５，０００

７５ ２００，Ｏ００ １７５，０００

７６ ２００，０００ １７５，０００

７７ １７５，０００ １８０，０００

７８ １５０，０００ １６０，０００

７９

一
１４５，０００

８０

■
２５０，０００

８１

一
２１５，Ｏ００

（出所）

第２１表

『東レ有価証券報告書』より作成 。

東レにおげる販売価格（各年１２月）

　　　　　　　　　　（単位 ：１ｋｇ当り ・門）

１９６５

　６６

　６７

　６８

　６９

　７０

　７１

　７２

　７３

　７４

　７５

　７６

　７７

　７８

　７９

　８０

ナイロソ糸

８２８

７２９

７１０

６４５

６１０

５９９

５４５

５００

７５０

６３０

６２０

６４０

６００

６３０

６７０

６７０

ナイロソス
アーフノレ

６７８

５９４

５４５

４９５

４５３

４５５

４１６

４２４

５０５

５４０

５４０

５６５

５４５

テトロソ糸

１． ３０７

１． ２８３

１． ２８８

１． ３０９

１． ２７５

１． １９０

１． ００１

　８７８

　９４０

　７２０

　７１０

　６８０

　５９０

　６６０

　７００

　７４０

テトロソス
テーブル

８０１

７０７

６４８

５５６

５５０

４９３

３９２

３５３

４２０

４１０

４１０

４１５

３６５

３４０

３８０

４３５

　　　　　　　（出所）　ｒ東レ有価証券報告書』より作成 。

合繊原料としては，石油化学の技術革新や生産性の上昇によっ て， 大巾た価格

上昇にいたっていないのである。アクリルの原料であるアクリロニトリノレ も同

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５０）
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様で１９８１年価格は７３年価格の２．５倍にすぎない。原料価格は上昇したが，販売価

格は低下傾向にある。ナイロソでは１９６５年１ｋｇ当り８２８円であ ったのが８０年は

６７０円と２０％も価格が低下しており ，テトロソ（ポリニステルの東 レ商品名）糸に

いた っては１９６５年の１，３０７円が８０年には７４０円と４０％以上の価格低下とな ってい

る。 原料価格の上昇やあるいは賃銀などの コストが上昇しているにもかかわら

ず販売価格が低下してい ったのは，合繊部門がそれだけ技術革新が進行し，労

働生産性の上昇が大きかったことを示している。そして最近におげる販売価格

の停滞は，合繊不況が原因とな っているし，天然繊維とくに綿糸との競合が価

格を低下させざるをえなくしている（綿糸の最近の価格は，ポリニステ ノレ糸とほぽ同

額とな っている），目本の合繊の販売価格は７０年代に入つて若干上昇しているが

それほど大きくはない。目本の合繊は価格面での競争力はそれほど変わらたい

にもかかわらず，輸出が停滞しているのは，前述のように欧米では目本に比し

て原料価格はさらに安価であり ，労働生産性も高く競争力が高いということと ，

そして発展途上国の合繊は日本よりもさらに競争力が高いということであろう 。

　（２）帝人における生産状況と海外進出

　化合繊生産は１９７０年以降横ぼい状況にあるが，個別資本は生産の拡大が困難

の中で第１２表で示したようにどのようにして売上高を増大させたのであろうか 。

そこで次は個別資本的視点から問題を明らかにしていく 。

　まず帝人である。帝人は，売上高が４，６００億円を越えるほどの大資本である 。

帝人の売上高の構成は１９８１年，繊維３，３２０億円７２．２％，非繊維１，２８０億円２７．８劣

とた っている。１９７０年の売上高２，ユ４８億円，繊維９４％，非繊維６％と比較する

と８！年は売上高で２倍強にたっているが売上増に寄与しているのは非繊維部門

で， この問１０倍増にな っている。しかし繊維部門は６０％増にすぎない。繊維部

門ではナイロソ生産は１９７０年代はほとんど停滞しているから，繊維の売上高増

はポリエステノレ生産によっている。生産量からみれば１９７０年の９万３，０００トソ

から８１年の１６万２，５００トソと約１．８倍増であり ，ポリェステル繊維の高付加価値

化が売上増につたがったといえる。一方の非繊維部門の売上増は，繊維の絶対

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５１）
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第２２表　帝人におげる売上高，従業員数推移

　　　（単位 ：売上高 ・１００万円，従業員１人当り ・１万円，構成比 ・％）

蒜＼＼売上高繊維構成比その他構成比従業員数麟始
１９６６

　６７

　６８

　６９

　７０

　７１

　７２

　７３

　７４

　７５

　７６

　７７

　７８

　７９

　８０

　８１

１５１．５２９　１４８，３３８　（９７．９）

１５１．３６４　１４７，４９５　（９７．４）

１６６．９９６　１６０，４５２　（９６．１）

１９７．６２４　１８８，１０７　（９５ ．２）

２１４．８３９　２０１，９４４　（９４．０）

２１３．６１４　１９６，６３１　（９２．Ｏ）

２１７．０７４　１８９，５２０　（８７．３）

２９１．３１４　２３７，１０４　（８１ ．４）

３２５．３６９　２３７，２８４　（７２．９）

３５１．００４　２４３，８９４　（６９ ．５）

３４９．５２１　２５９，２６４　（７４．２）

３４６．１４６　２５３，０７８　（７３ ．１）

３３７．１０６　２４３，９２０　（７２．３）

４０３．３４７　２７７，６９２　（６８ ．８）

４４９．１３２　３１２，９２６　（６９ ．７）

４６０．８６８　３３２，８２１　（７２．２）

３， １９１　（２．１）　１５．１４９　１．０００

３， ８６９　（２．６）　１４．９８１　１ ．０１０

６， ５４４　（３．９）　１４．５７６　１．１４６

　９，５２０　（４．８）　１４．０６９　１．４０５

１２，８９５　（６．Ｏ）　１３．８５１　１．５５１

１６，９８３　（８．０）　１２．７７０　１．６７３

２７，５５４　（１２．７）　１２．０４３　１ ．８０２

５４，２１０　（１８．６）　１２．２０２　２．３８７

８８，０８５　（２７．１）　１２．２０６　２．６６６

１０７，１１０　（３０．５）　１２．０１０　２．９２３

９０，２５７　（２５．８）　１１．５６８　３．０２１

９３，０６８　（２６．９）　１０．３４６　３．３４６

７５，３９１　（２７．７）　７．４４６　４．５２７

１２５，６５５　（３１．２）　７．２４７　５．５６６

１３６，２０６　（３０．３）　７．２６２　６．１８５

１２８，０４７　（２７．８）　７．１５５　６，４４１

（出所）　ｆ帝人有価証券報告書』より作成
。

的拡大の困難性が多角化生産への道を歩ませたためであり ，綿紡の大手資本と

同様の状況とた っている（第２２表）。

　帝人の化合繊生産は，１９２７年岩国工場でレーヨソフィラメソトの生産に着手

して以来，化合繊資本の道を歩むこととな った。とくに戦後の合繊生産では ，

１９５４年ドイツ ・バイェノレ杜からのアセテートの技術導入を契機として，同じ５４

年にはアメリカからアノレカリ繊維の技術導入，５８年にイギリスからポリエステ

ルの技術導入，５９年にドイツからポリアクリノレ繊維の技術導入など海外からの

技術導入によっ て合繊生産を拡大してきたのであ った。帝人の合繊生産は外国

技術導入によって拡大してきたのであり ，その種類も，ポリェステノレ長・ 短繊

維， ナイロソ，ポリ塩化ビニーノレ，アセテートなどであり ，とくにポリエステ

ルに関しては目本資本の中で最大量を生産している。このポリエステル生産に

おいては，同一工場敷地内で，素原料からの一貫生産を行っており ，連続化生

産は コストの低下となり他資本に比して高い競争力を維持している。連続化生

産は，帝人グループによる分業体制で，素原料のバラキシレソは帝人油化で ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５２）
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ＤＭＴ（ジメチノレテレフタレート）は帝人とアメリカ ・ハーキ ュレス杜との合弁

会杜である帝人ハーキ ュレスで製造し，帝人工場（徳山工場）においてポリェ

ステル短繊維を製造しているのである 。

　帝人における合繊生産は技術革新や技術導入などによっ て発展し，売上高の

増大ともな ってい ったカミ，この売上高の増大に反して従業員数の減少は非常に

大きくた っている。従業員数の減少は帝人にかぎらず，合繊資本，綿紡資本と

も共通であるが，７０年代後半の減少率は他産業以上のものがある。帝人の従業

員は１９８１年７，１５５人でこの数字は１９６０年代後半の従業員の半分以下を示Ｌてい

る。 とくに７０年代後半の減少率が大きいのは，構造不況の下で大規模な合理化

が進行したことを意味している。従業員数の減少は，自然退職者の補填を行わ

ない場合もあるが，多くは子会杜，関連会杜への出向という形態で行われたの

であり ，多角化生産と密接な関連をもっ ている。売上高増に比して従業員数の

減少は，当然のことながら従業員１人当り売上高を増加させることにたり ，

１９８０年は６，１８５万円と，７杜平均４，３２８万円を大巾に上回っている 。１９６６年に比

すれぼ６倍増であり７０年と比較しても４倍増とた っており ，この問の合理化 ，

労働強度および労働生産性の増大が著しかったことを示しているのである 。

　売上増の要因とな った非繊維部門の拡大は，化成品，フィノレム，エソシニァ

リソグ，医薬品などである。とくに化成品ではポリエステノレ繊維などの素原料

（パラキシレソ，オノレソキシレソ，ジメチノレテレフタレート）の他にも樹脂などを生

産しており売上増につなが った。さらに帝人は子会杜，関連会杜を増加させ ，

繊維関連で１９杜，化成品関連で８杜，医薬 ・ファイソケミカル関連で４杜，機

械エソジニアリソグ関連で６杜，エレクトロニクス情報関連で３杜，住宅 ・商

事その他の事業で１９杜，合計５９杜にものぼっている。そして帝人とその関連会

杜で，ユ９８１年の総売上高は５，６００億円にも達し大企業集団を形成している
。

　帝人の１９６０年代からの生産の拡大を支えてきたのは国内需要の増大もあるが ，

輸出の依存度も高かったことである。１９６０年代後半から７０年代の前半までは他

の合繊資本と同様に売上高の３０％前後は輸出に依存していた。輸出の主体は合

繊で，さらに帝人の海外進出に伴って合繊プラソト輸出および技術輸出が行わ

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５３）
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れるようにた った。因みに１９８０年の輸出額は９５１億円で総売上高の２１劣とな っ

ている。最近年においては輸出が減少傾向にあり ，それが生産拡大を困難化さ

せているのは前述した要因によっ ている。また帝人の技術輸出は主に発展途上

国向けであり ，ポリュステル重合，ステープル，フィラメソトをその内容とし

ている。最近では杜会主義国への技術輸出も行われるようにたってきている 。

　帝人は東 レと並んで繊維資本の中では海外進出件数が多く ，多国籍企業化が

進展している企業である。繊維関係では６か国９杜の合弁会杜を設立している 。

進出先は極東アソァ，東南アシァ地域に限られており ，スリラソカを除げば

１９６０年代後半に進出が始まり７０年代初期までに集中している。そしてブラジル

（肉用牛の生産，販売）に１９７４年進出して以後まっ たく行われていないのである 。

さらに１９７３年にメキシコ でポリエステル繊維の合弁会杜を設立したが収益があ

がらず撤退を余儀なくされた。また韓国での合弁会杜は，１９８２年３月に帝人の

持ち株（３３．５％）の３分の２を韓国側の合弁企業である鮮京合繊に売り渡し事

実上の撤収とた っている。この鮮京合繊はポリエステノレ生産において日産１６６

第２３表　帝人の海外生産状況

タ　　　　イ　 １９６６　７，０８８万バーツ２５％１，８２１（１３）Ｔ／Ｒ紡績，織布，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　染色加工
　　 〃　　　　７１　４，Ｏ００万バーツ３８　　１，１８１（１０）ポリエステルＦＹの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　仮撚加工
　　 〃　　　　７０　　３．２億バーツ４４．８　１，３４７（１０）ポリニステル重合 ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長短繊維製造
スリラソカ　　６４　　２８３万ルピー　８．６　　６９４（０）化合繊織布，編立

イソドネシア　　７３　１，２００万Ｕ　Ｓ＄４２．５　１，９２０（１７）Ｔ／Ｒ合繊，紡績，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　織布
　　 〃　　　　７６　６，２００万Ｕ　Ｓ蝦６５．８　１，３８９（２３）ポリエステル繊維製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　造
フィリッ ピソ　　７１　１．３７億ベソ　３４．１　１，３７５（２）ポリエステル重合，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長短繊維製造

台　湾６７４４億ＮＴ窃６．９４，３３３（１）ポリユステル繊維製
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　造

韓国６９１００億ウォソ３３．５３，０１２（２）ポリエステル重合，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　長短繊維製造

ブラジル　　７４　１．９２億クル　　　　　　　　　肉用牛の生産，販売
　　　　　　　　　　　　ゼイ回

伊藤忠商事（２４％）

帝人商事（３８劣）

伊藤忠商事
　　　（１７．２％）

伊藤忠（３７．５劣）
，

トーメソ（５％）

トーメソ（１６．５％）

トーメソ（４．９％）

（出所）　「帝人広報資料」およびｒ海外進出企業総覧』より作成。

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５４）
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トソの設備をもち韓国最大のポリエステノレ資本であ って，その生産観模はクラ

レにほぼ等しいほどである（第２３表）。

　かつて日本と韓国との関係は，日本から資本，技術などを輸出し，韓国を日

本の下誇げ化，あるいは目本の分業体制に組み込む政策が追求されてきた 。

１９６５年の目韓条約はその基礎をなしたのであ った。帝人の事実上の撤収は，日

韓経済関係に一定の変化が進行しつつあることを示しているといえる。鮮京合

繊は，韓国の有力財閥である鮮京グノレープに属しているが，韓国の財閥資本を

中心とする企業の成長は，一部は目本資本と対抗しうる資本力，生産力，競争

力たどを有するようにな っており ，日本資本依存体質から脱却して競合関係に

までな ってきている。とくに繊維産業において顕著にな っている。そしてこの

帝人の例は，進出先において１００劣の子会杜であるか，少くとも５０％以上の出

資をしない限り ，いわゆるカソトリーリスクを負うということを示しているの

である。近年の発展途上国での合弁は，白立的国民経済形成を志向している国

あるいはＮＩＥＯ運動を積極的に推進しようとしている副こあ っては外国資本の

出資比率を５０％以下にしようとしており ，外国資本の観制を強化している。帝

人における海外生産は綿紡資本と同様に単独での進出ではなく総合商杜を介在

しているが，タイ，イソドネシアを除けぼ５０％以下とな っている。また最近の

発展途上国の運動や発展途上国自体の累積債務間題などから７０年代後半以降海

外進出がなされておらず，海外での生産は，既存の進出先での生産を維持し ，

拡大する以外には，海外収益を増大させることはできなくた っているのである 。

　（３）東　　　レ

　帝人と並んで大合繊資本である東 レにおいても，多角化生産が進行している 。

しかし依然として繊維の占める比率は大きい。東 レは１９２６年にレーヨソ生産を

開始して以来，化繊 ・合繊資本として歩んできた。１９５０年にはナイロソ糸を ，

５１年にはテ ユポソからの技術導入によっ てナイロソの本格生産を開始し，そし

て１９５８年にはイギリスＩ　Ｃ　Ｉ杜からの技術導入によっ てポリエステノレの生産

を行った資本である 。１９８１年現在，繊維 ・ケミカノレ生産部門，プラスチック部

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５５）
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第２４表　東レにおげる部門別売上高構成比推移 （単位 ：％）

洪ぽ引…二１呑の簸１紡績刈織物１その他１巧１化成品編鵬嚢
１９６５　　　４１，４　　３８．４　　　８．９　　　４．１

６６　　　　４２，１　　　　３５．５　　　　８．２　　　　４．９

６７　　　　４１，７　　　３６．０　　　　７．０　　　　５．３

６８　　　３７，６　　３７．１　　　８．４　　　５．１

６９　　　３６，９　　３７．２　　　８．６　　　５．１

７０　　　３４，２　　３６．０　　　８．７　　　４．４

７１　　　３０，４　　３８，７　　１２．３　　　３ ．４

７２　　　　３０，８　　　　４２，６　　　　１４．４　　　　　－

７３　　　　２８，１　　　　４１，４　　　　１２．４　　　　　－

７４　　　　２７，５　　　　３６，９　　　　１３．４　　　　　　－

７５　　　　２４，４　　　　３８，８　　　　１４．４　　　　　－

７６　　　２３，２　　３９，７　　１５．８　　　　－

７７　　　２３，５　　３９，８　　１６．４　　　　－

７８　　　２２，７　　４０，４　　　１４．４　　　　－

７９　　　２２，６　　３７，５　　１３．４　　　　－

８０　　　　２２，９　　　　３７，９　　　　１３．７　　　　　一

１．
８

１． ４

１．
１

１． ３

１． ３

１．
６

０． ９

一

一

一

一

一

一

一

一

一

２． ０　　　　３．７　　　　　一　　　　　一　　　　　　一

０． ６　　　７．２　　　　一　　　　一　　　　　一

０． ７　　　８．２　　　　一　　　　一　　　　一

〇． ８　　　９．７　　　　一　　　　一　　　　一

〇． ６　　　１０．３　　　　４．３　　　　　一　　　　　　一

一　　　　１１．０　　　　４．１　　　　　一　　　　　　｝

一　　　９．０　　　５．３　　　　一　　　　　一

一　　　　９．１　　　　３．３　　　　４．０　　　　　一

一　　　　９．９　　　　４．０　　　　４．２　　　　　一

一　　　１０．２　　　８．５　　　３．５　　　　一

一　　　１１．５　　　８．５　　　２．４　　　　一

一　　　１２．９　　　６．８　　　１．６　　　　一

一　　　　１４．３　　　　４．７　　　　１．３　　　　　一

一　　　　１５．６　　　　３．８　　　　３．１　　　　　一

一　　　　１６．５　　　　６．０　　　　　－　　　　　４．０

－　　　１６．８　　　５．９　　　　－　　　　２．８

（出所）　「東レ有価証券報告書」より作成 。

門の生産部門と１２工場，５研究所を有し，主要な子会杜，関連会杜は，繊維関

連１１杜，化成品 ・ケミカノレ関連が７杜，エソジニアリソグ関連３杜，サーピス

関連５杜，外資との合弁会杜５杜，その他３杜の合計３４杜とた っている。また

海外での合弁会杜も韓国，香港，タイ，マレーシア，イソドネシア，イタリァ

に合計１８杜あり ，海外事務所７をも有する多国籍企業でもある 。

　第２４表は東 レの部門別売上高構成比である。１９６５年の売上高構成では，繊維

部門が９４．３％と売上のほとんどを占め，その繊維のうちでもナイロソ，ポリニ

ステル（テトロソ）が８０％，その他合繊８．９％と合繊資本としての生産体制売上

比率であ った。しかし７０年代に入って繊緯部門の比率は年々低下し，代わって

プラスチック ・化成品などの非繊維部門が拡大してい った。１９８０年では繊維部

門は７４．５％，非繊維部門２５．５劣とたり ，非繊維都門の売上は４分のユとなりま

すます拡大する煩向にある。とくに繊維の主要生産品であるナイロソ，ポリェ

ステルは，第１４，１６表で示したように，７０年代に入って生産は停滞ないし低下

傾向にある。したがって東 レの売上高の増加に寄与しているのは，非繊維部門

ということになる。非繊維部門は化成品中心であるが，その生産品は，フィル

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５６）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　イ
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ム， 電子材料，プラスチ ック，エソジニアリソグ，樹脂，印写 ・感光材料，人

工臓器，医療用具などで，繊維機械生産と同様に合成繊維技術系統から発展し

たものである。しかしその他の医薬品，アミノ 酸生産などはいわゆるバイオテ

クノロ ジー技術で合繊技術とは異なる技術系統であり ，また漢字情報システム ，

計測機器などはエレクトロニクス技術系統に属し，さらにセラミックス生産ま

で拡大しているように，従来の技術系統 ・生産体系とは異たる部門への進出は ，

合繊がそれだげ不況で生産拡大が不可能であることであり ，また過剰設備，過

剰人員の処理対策として新規事業に進出することによっ て利潤増大を志向せさ

るをえなくたったことを示している 。

　東 レの合繊生産の停滞ないし低下は，合繊の輸出状況にも示されている。合

繊の輸出は生産における比率ではほとんど変化がない。ユ９７４～５年を除けば３０

％前後とな っている。先に示したように東 レにおける合繊生産は停滞ないし低

下しているもとで輸出比率の変化がないことは，輸出数量そのものが停滞ない

し低下していることになり ，国内需要の低迷とあいまって合繊生産の拡大を不

可能にし，非繊維部門の拡大を余儀なくさせているといえよう 。そして輸出の

停滞は一方で海外進出の影響にもよっ ている。東 レの海外進出先は極東，東南

アジアを中心としており ，ポリエステ ノレ，ナイロソ，アクリノレの３大合繊を生

産している。東 レの海外進出はタイでのポリエステノレ生産を除けぱ１９７０年前後

に集中しており ，進出先での本格的合繊生産の開始が，他方で日本からの合繊

輸出を停滞化させている原因にな っている（第２５表）。

　東 レは第１２表で示したように従業員の削減率も大きく ，ユ９６５年の２７，５３０人か

ら８２年３月には１３，６７９人と半減している。国内需要の停滞，輸出の不振，海外

進出の困難性などによる合繊不況を，合理化によっ て一時的に解決しようとす

る手段が従業員の大巾な削減という彩態であらわれたもので，他の合繊資本と

同様の方法であるといえよう 。また多角化生産，経営という形態も合繊，綿紡

資本の特徴ともいえ東 レもその例外ではないのである 。

　なお東 レの設備投資額は，１９８０年度３０５億円，８１年度３５８億円と，売上高に占

める設備投資額の割合は，５．７％，６．４％であり ，合理化を進行させながら，設

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５７）



１０２ 　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

第２５表　東レにおげる主要繊維の輸出比率

　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：％）

議讐１ナイロソテ／艀ソ 繊維計全部門計
１９６５　　　３４

　６６　　　３２

　６７　　　３２

６８　　　３５

　６９　　　３９

７０　　　３２

７１　　　３６

７２　　　３２

７３　　　３４

７４　　　５０

７５　　　３７

７６　　　３２

７７　　　３２

７８　　　２３

７９　　　２１

８０　　　２２

２８

３５

３３

３４

３２

３５

４３

３８

３９

５２

４４

４０

３８

３２

２９

３３

３５

３０

２７

３２

２９

３１

２９

３１

３２

３０

３５

３２

３５

４６

３８

３３

３２

２７

２５

２８

　　　　　　　　（出所）　ｒ東レ有価証券報告書』より作成 。

備更新，新技術開発を進め競争力の強化を行おうとしているのである 。

　（４）旭　化　成

　帝人，東 レ以上に多角化生産 ・経営を進行させているのは旭化成である。旭

化成の１９６５年の総売上高は１，１３０億円であったが，そのうち繊維部門は合繊 ・

化繊で８５０億円，売上高の７５％を占めていた。しかし１９８１年になると総売上高

５， ９２４億円と６５年の５倍強に増加したが，繊維部門の売上高は２，１１８億円で６５年

に比すと２．５倍増加しているが売上高に占める比率は３４劣と大巾に低下してき

ている。逆に非繊維部門は１９６５年２８０億円，売上高の２５劣から，８１年には３，８００

億円，６４劣と増大している。この売上高構成だけからみれは旭化成は合繊メー

カーではなく化学品メーカーといえるような状況にた っている（第２６表）。 旭化

成は２０世紀の初めに肥料会杜として発足し，１９２０年代末に化繊部門に参入し ，

さらにタイナマイトたとの化成品生産を手がけてきた企業であり ，他の合繊資

本と異なって元来は化学品資本として歩んできたのであ った。したがって非繊

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６５８）
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　第２図　旭化成生産系統図

　　　　　　　　　　［二ニコ自社製晶
　　　　　　　　　　〔＝二）購入原料

ユ０３

原料の流れ
技術の流れ

基礎化学原料 ファインケ カル　
・

医薬昂

カ性ソータ ； 食　品 調 味 料

複合調味料

Ｅ
旭 味 匡重［…二蚕

±星酸 化 成 晶

む
高度化成肥料

クリセリン 産業用火薬 一座コ
硝酸 硝 化 綿匡塾

医 用 機 器

ｒ一一一一一一・・一一一一一・一‘一一一一一一
屹化成クループ

‘一．一■「

　Ｉ
人工腎臓一亟；水島石油化学コンビナート 維

＝ （オフガス） アンモニア

＝ 綿リンター ベンベルク ベンリーゼ
カ性ソータ

　　バル　フ レーヨノ＝
＝ 一ブロビレン１ アクリロ カシミロン

ニトリル
Ｉ
１

；アシボニトリル 匡三コロ…二＝〕コ
＝
＝

アジビン酸 Ｅ＝亘：１コ区一コ
ｌナフサ） レ オ ナ

＝
合 成 樹 脂

＝
｛ レ オ ナ

＝
１エチレン１

Ｉ

＝
サンテック

； ＭＭＡモノマー アクリル樹脂
＝

合 成 ゴ ム

＝
＝ 、Ｂ－Ｂ雷分１一（ブタジェン） 合成コム｛ＢＲ ・ＳＢＲ）

＝

＝ 建 材
１』一　　’　一

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿一一＿＿＿＿＿＿＿＿＿一．一

住 宅

イオン交換膜
ＡＰＲ製版システム

（出所）「旭化成広報資料」

（６５９）
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　　　　　　　　　　第２６表　旭化成におげる事業部門

斎１・…１・・
　　　ア　ク　リ　ル

繊　　　ナ　イ　 ロ　 ソ

　　　 ェ　ス　テ　ノレ

　　　ベソベルク

維　　レーヨン

６５

　　　　９．２２４　　　　４１ ，４４３
　　　　（２１）　　（３７）

　　　　　 　　　７，８４３

　　　　　　　　（７）

　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

７． ３６７　　　　１５．２１１　　　　２２，９３１

（３１）　　（３４）　　（２０）

７． ３０３　　　　　８．３３３　　　　１２，７５４

（３０）　　（１８）　　（１１）

７０ ７１ ７２

７５．９３６　　　　７８．１０７　　　　７３，０１６

　（３１）　　（２８）　　（２４）

２８．８００　　　　３３．７５３　　　　３７，８３７

　（１２）　　（１２）　　（１３）

１４．７６４　　　　２３．３６３　　　　２２，５７４

　（６）　　（９）　　（８）

２８．０５２　　　　２７．６６６　　　　２８，６７０

　（１１）　　（１０）　　（１０）

２２．７１８　　　　２３．５７６　　　　２４，８４２

（９）　　（９）　　（９）

合計１４
・６７０３２・７６８８４・９７１１７０・２７０１８６．４８６１８６，７５９

　　　　　　　　（６１）　（７３）　（７５）　（６９）　（６８）　（６４）

　　　化　　成　　品

非

　　　樹脂 ・ゴ　ム

繊　　食品 ・医薬

　　　建材 ・住宅
維

８．

５２４　９．６４５　２１．８１６　５２．３６６　５６．０８４　６５，９３８
（３５）　　（２２）　　（１９）

＿　　　　＿　　　１ ，００９

　　　　　　　（１）
９１９　　　　　２．４６６　　　　　４，５０９

（４）　　（５）　　（４）

＿　　　　＿　　　　６６８

　　　　　　　（１）

　（２１）　　（２２）　　（２２）

９． １８２　　　　１１ ．９３４　　　　１６，２８６

　（４）　　（４）　　（６）
５． ９６７　　　　５．６１８　　　　７，３３７

（２）　　（２）　　（３）
１０．２２０　　　　１１ ．９２４　　　　１５，２９２

（４）　　（４）　　（５）

合計ｇ
１４４３１２・１１１２８・００２７７・７３５８５．５６０１０４，８５３

　　　　　　　　（３９）　（２７）　（２５）　（３１）　（３２）　（３６）

売　上　高合　計

経　常　利　益

輸　　　出　　額

従　業　　員　数
従業員１人当り売上高

（１００）　（１００）　（１００）

　一　　　　一　　　５，３３０

　一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

１６．４２２　　　　１６．７３６　　　　１７．２３９

１， ４７　　　　　　２，６８　　　　　６ ．５５

２４．１１３　４４．８７９　１１２．９７３　２４８．００５　２７３．０４５　２９１ ，８１２

（１００）　（１００）　（１００）

１３．７４０　７．７４９　１４，５２０

　＿　　　　　　　 　　　　４６，７３９

　　　　　　　（１６
．Ｏ）

１９ ．５１４　　　　１９．６０５　　　　１８．００２

１２．７１　　　　　１３．９３　　　　　１６ ．２１

（出所）旭化成資料およぴ『旭化成有価証券報告書』より作成
。

維部門の拡大は，技術的基礎と生産体系が今日の状況を可能にさせたといえる

のである 。

　旭化成の現在生産している商品は，繊維部門では，アクリノレ，ナイロソ，ポ

リエステル，レーヨンなどであり ，非繊維部門では肥料たどの化成品，プラス

チック，合成 ゴム，イオソ交換膜，感光材，建材，食品たどであり多岐にわた

っている。これら多種類商品の生産 ・技術体系を図示すれぼ第２図のようにな

る。 基礎原料は糖密，隣鉱石，ナフサと３種類であり ，それから製品別にカ性

ソータ，塩酸，硝酸なとの２次原料が追加されていく 。糖密からは医薬品，食

　　　　　　　　　　　　　　　（６６０）
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別売上高，輸出類，従業員数推移　　　　　　　　（単位 ：１００万円，（）内は構成比 ・％）

７３ ７４ ７５ ７６

９６．７６５　　　９４．２９７　　　１０４．６５０　　　　８８，１９７

　（２４）　　（２２）　　（２３）　　（１９）

５３．４６１　　　６４．８０９　　　　５８．３９４　　　　６４ ，２９４

　（１４）　　　　　（１５）　　　　　　（１３）　　　　　　（１４）

２８．８７５　　　３１ ．９１５　　　　３７．９４６　　　　３０，１１６

　（　７）　　　　　（　７）　　　　　　（　８）　　　　　　（　６）

３７．７０４　　　３６　７２２　　　３８．５３２　　　３２，９２０

（１０）　ヒ８）　（８）　（７）

２８．３６０　　　３２．０７７　　　　２７．５１３　　　　２５　９３６

（７）　（７）　（７）　（５）

７７　　　　７８

７０，５４１

　（１６）

６０，５７９

　（１４）

２５ ，９０６

　（６）

２４，８２３

　（５）

２０，８３４

　（５）

７９ ８０　　　　８１

５７．２２４　　　　５７．６８６　　　　６１ ．９８１　　　　６０ ，９３２

　（１４）　　（１１）　　（！０）　　（１０）

５５ ．２７７　　　　６７．９１８　　　　８６ ．０７３　　　　７１ ，３３６

　（１３）　　（１２）　　（１４）　　（１２）

２２．６７３　　　　２３ ．７４８　　　　２０ ．９５７　　　　１８，３８６

　（　５）　　　　　（　４）　　　　　（　４）　　　　　（　３）

２６．１６８　　　　３０．７５２　　　　３６　７５６　　　　３９　２８２

（６）　（６）　ヒ６）　ヒ７）
１５　４３３　　　　１７．４６１　　　　２１　９３７　　　　２１　５９１

（４）　（３）　ヒ４）　ヒ４）

２４５．３８５　　２６０．０２０　　　２６７．０３５　　　２４１ ．４６３　　　２０２．６８３　　　１７６ ．７７５　　　１９７．５６５　　　２２７．７０４　　　２１１ ，７７９

　（６２）　　（５９）　　（５９）　　（４６）　　（４６）　　（４２）　　（３６）　　（３８）　　（３６）

（２２）　ヒ２５）　ヒ２３）　（２８）

２９　９３１　　　３４．０９２　　　　４０，Ｏ０６　　　　４７，４２０

ヒ８）　（８）　（９）　（１５）

１０．１０２　　　　１３．０３９　　　　１３ ，７７３　　　　ユ７，１２８

　（３）　　（３）　　（３）　　（４）
２１．０６７　　　２２．４２４　　　　２８．３２０　　　　３４ ，２４２

　（５）　　（５）　　（６）　　（７）

８６．１９０　　　１０９　６２３　　　１０６　６８０　　　１３３．１７７　　　１２２．０７８　　　１１５　３１４　　　１６８．８８７　　　１７７．０２７　　　１８０ ，１６７

　（２８）

４９９２７
ヒ１１）

２１８ユ３
ヒ５）

４４ ，８０２

　（１０）

ヒ２７）　（３１）　（２９）　（３１）

５２．７７５　　　　７７．５１９　　　　７６　４１５　　　　７９，１２４

（１３）　（１４）　ヒ１３）　（１３）

２２．７７５　　　２５　２３４　　　２６　６３２　　　２６　０８２

（５）　ヒ５）　ヒ５）　ヒ４）
５７．０２７　　　　７２．７３７　　　　８７　９８９　　　　９５，２５５

（１３）　（１４）　ヒ１５）　（１６）

１４７．２９２　　　１７９ ．１７８　　　１８８．７７９　　　２３１ ．９６７　　　２８３　６４０　　　２４７．８９１　　　３４４．３７７　　　３６７．９８９　　　３８０，６２８

　（３８）　（４１）　（４１）　（４７）　ヒ５４）　（５８）　（６４）　（６２）　（６４）

２９２．６７７　　４３７．１９８　　４５７．８１４　　　４７３．４３０　　４４１ ，３２３

　（１００）　（１００）　（１００）　（１００）　（１００）

３３ ．５０４　　　　１２．２１０　　　　２０．２０２　　　　　８．７５９　　　　　７ ．３７８

５５．２９７　　　８９ ．７６１　　　　８４．０６７　　　　８８．６３５　　　　７９ ，５９９

（１８．９）　（２０．４）　（１８．４）　（１８．７）　（１８ ．Ｏ）

１８．０４２　　　１８．９９１　　　　１８．２１９　　　　１６ ．３１６　　　　１５ ．１１３

　１６．２２　　　　２３ ．０２　　　　　２５ ．１３　　　　　２９ ．０２　　　　　２９ ．２０

４２４．７０６　　　５４１ ．９４２　　　５９５ ．６９３　　　５９２，４０７

　（１００）　（１００）　（１００）　（１００）

！７．７９１　　　　３１ ．３６８　　　　２３ ．２６５　　　　２２．５２２

６３ ．６６２　　　　７１ ．７５４　　　　７８．８９７　　　７８，２３７

（１５．Ｏ）　（１３．２）　（１３．２）　（１３ ．２）

１３ ．７７３　　　　１３ ．４６６　　　　１３ ．３７６　　　　１３ ．４７６

　３０．８４　　　　４０．２５　　　　４４．５３　　　　４３ ．９６

品などが生産され，鱗鉱石からは肥料，火薬などの化成品が，そしてナフサか

らは合繊，合成樹脂，合成ゴムなどが生産されていく 。このように３種類の基

礎原料から現在の多品種が生産されているのであり ，多品種生産は一定の生産

・技術的系統の下で可能であるということを示している。旭化成における近年

の売上高増はこの非繊維部門とりわげ合成樹脂，合成ゴム，建材 ・住宅などに

よっ ているのである 。

　この旭化成においても他の綿紡 ・合繊資本と同様に大巾に従業員数が減少し

ているが，その減少率は他の合繊資本に比すれは小さい。最大時はユ９７１年の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６１）
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１９，６０５人であ ったが８１年は，１３，４７６人と約３０劣の減で，他の合繊資本より２０～

３０％ほど減少率は小さい。これは他の合繊資本と異な って，旭化成では非繊維

部門の比重が相対的に高く ，合繊不況を非繊維部門の拡大によっ て補なうこと

が可能であ ったことによるものである。だが従業員１人当りの売上高は，帝人 ，

東レに比して小さく ，化合繊７杜の平均程度にな っている。これは非繊維部門

の拡大が進行していても，合繊ほど高付加価値な商品の生産に到っていないと

いうことで，さらに非繊維部門が拡大され，高付加価値商品の生産に移行が進

み， 技術革新，労働生産性の増大と一方での合理化が一層進展することになれ

ぼ， １人当り従業員売上高も急増するようになるであろう 。

　旭化成では年々繊維部門の比重が相対的に小さくたってきているが，それは

第１４，１５，１６表のナイロソ，アクリノレ，ポリエステノレの各企業別生産状況から

も明らかである。３大合繊のいずれも１９７０年代中ごろまでは生産の拡大はあ
っ

たが，１９７８年以降の生産は停滞ないし低下傾向にある。この３大合繊および化

繊の生産設備能力と稼動率を示したのが第２７表である。アクリル，ナイロソ ，

ポリユステノレ とも１９７０年代初めまでは順調に生産能力を増加させてきた。それ

　　　　　　第２７表　旭化成におげる繊維部門の生産能力と稼動率推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位 ：生産能力，１月当り ・トソ，稼動率 ・％）

＼
アク　リル ナイロソ ポリエステル ベソベルグ レー　ヨ　ソ

生産能力 稼動率 生産能力 稼動率 生産能力 稼動率 生産能力稼動率 生産能力 稼動率

１９６２ ６９０ １００

一 一 一 一
１， ８２４ ６９ ２， ３４４ ６４

６５ １， ９５０ １０９ ４２３ １１１

一 ■
１， ８２０ ８２ ２， ３４４ ８３

７０ ５， １９０ １０４ ３， ０４５ １０９ １， ２００ １０１ ２， ２８２ １００ ２， ３４４ ８５

７１ ５， ６４０ ８１ ３， ０４５ ９５ １， ２００ １０１ ２， ２８２ ８８ ２， ３４４ ８５

７２ ５， ６４０ ９１ ３， ４９５ ９７ １， ４４０ ９９ ２， ２８２ ９１ ２， ３４４ ９７

７３ ５， ６４０ ９９ ３， ４９５ ９７ １， ４４０ １０３ ２， ２８２ ９１ ２， ３４４ ９１

７４ ５， ６４０ ５５ ３， ４９５ ７８ １， ４４０ ６５ ２， ３８２ ７９ ２， ３４４ ７５

７５ ５， ６４０ ７５ ３， ４９５ ８４ １， ６００ ９１ ２， ３７６ ７１ ２， ３４４ ７４

７６ ６， ２９０ ９０ ３， ４９５ ９４ １， ８２４ ９５ ２， ３７６ ６５ ２， ３４４ ７８

７７ ８， ２２０ ９２ ５， １３０ ９４ ２， ０７６ ９５ ２， ３７０ ６２ ２， ３４４ ７７

７８ ８， ２２０ ８５ ５， ５３５ ８２ ２， ０７６ ９５ ２， ３７０ ７７ ２， ３４４ ８７

７９ ８， ２２０ ８０ ５， １０６ ８５ ２， ０７６ ８９ ２， ３７０ ７６ ２， ３４４ ９２

８０ ８， ７６０ ７８ ５， ４４８ ８０ ２， ０７６ ８９ ２， ３７０ ７７ ２， ３４４ ９４

（出所）　『旭化成有価証券報告書』より作成 。

（６６２）



　　　　　　　　　　　目本繊維資本と対外関係（１）（岩田）　　　　　　　　　　　１０７

が７０年代の中ごろは合繊原料の高騰などにより設備投資が抑制されたが，７７年

にはアクリノレ，ナイロソで生産能力を増加させた。しかし稼動率をみると ，

１９７４年の恐慌時を例外として，年々低下している。７７年以降生産能力を増強さ

せても稼動率が低下しているのであるから，それだけ遊休設術が多くな ってい

ることを意味しているのである。またベソベルグ（旭化成の商品名），レーヨソは

１９６０年代から生産能力は一定である。これは化繊が合繊によっ て代替され，生

産拡大を不可能にしていることからで，設備増強はもちろんのこと設備更新も

なされずに化繊生産が行われているということである。このことが可能なのは ，

他の化繊生産資本も同様の状況で競争関係の変化かないことによっ ている。そ

してこの化繊生産を継続しているのは輸出が増加傾向にあることである。化繊

の用途は主に嚢地として使用されているので極東アジァの縫製地域の生産拡大

が， 化繊需要を増加させているということで，レーヨソにいた っては１９８０年の

輸出比率は５０％を越えている。因みにアクリ ノレ，ナイロソなどの合繊輸出比率

は， アクリノレを除いて低下している 。アクリノレだけ増加しているのは，羊毛の

代替品として世界的にアクリル需要が増加したからである。しかしこのアクリ

ノレ輸出も８２年には減少している。その他非繊維部門でも肥料，プラスチ ックな

ど輸出比率が減少しており ，合計でも１９７４年には２０％を越えていたのが，８０年 ，

８１年には１３．２％と７ポイソトも低下しており ，旭化成の売上増は究極的には国

第２８表　旭化成における各部門別輸出比率 （単位 ：％）

アクリ ナイ ｉコ

エスア ベソベ レーヨ 肥料
硝化綿 薬品 ・ プフス

ノレ ソ ノレ ノレグ ソ 紙 その他 チック 食品 合計
１９７１ １７．６ ２２ ．４ ２７．５ １７．２ ２７ ．３ １． ５

４． ７ ２６ ．５ ２３ ．２ １５ ．３ １８ ．２

７２ １８．５ ユ８ ．１ １９ ．５ １３ ．４ ２７．Ｏ ３． ５
６． １ １５ ．１ ２０ ．２ １２ ．９ １６ ．Ｏ

７３ １６ ．３ １６ ．６ ２２ ．３ １７．７ ２４ ．Ｏ ２． ６
１．
９ １５ ．３ １７．９ ８． ８ １８ ．９

７４ １５ ．２ ２１ ．３ １６ ．２ １４ ．６ ３４ ．８ ３３ ．１ １４ ．Ｏ ２６ ．Ｏ ３０ ．１ １１ ．５ ２０ ．４

７５ １８．９ ２１ ．８ ２０ ．４ １７．２ ３７ ．Ｏ １６ ．Ｏ ７． ９ ２３ ．３ ２１ ．Ｏ ８． ７ １８ ．４

７６ ２２ ．５ ２０ ．５ １８ ．９ ２４ ．４ ４３ ．６ ５． ６ １０ ．３ ２１ ．Ｏ ２３ ．３ ８． ７ １８ ．７

７７ ２４ ．３ ２０ ．１ １４ ．Ｏ ３５ ．１ ４９ ．２ ４． ８ １５ ．６ １８ ．２ ２４．１ ６． Ｏ ！８．Ｏ

７８ ２５ ．７ １４ ．１ ユ５ ．６ ２６ ．Ｏ ４１ ．７ ５． ４ ２２．２ １６ ．Ｏ １６ ．７ ５．
６ １５ ．０

７９ ２６ ．７ １２．２ １６ ．６ ２５ ．Ｏ ４２．９ ４． ４ ２２．３ １０ ．３ １６ ．５ ６． ３ １３ ．２

８０ ２８．８ １１ ．Ｏ ２１ ．６ ２９ ．８ ５０ ．８ ２． ８ １８．９ ７． ５ １７．１ ５． ９ １３ ．２

（出所）　『旭化成有価証券報告書』各年次より作成 。

（６６３）



１０８ 　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

第２９表旭化成におげる外国技術導入状況

技　術　輸　入　先

テ　　キ　　サ　　 コ　（米）

ケミカル ・コソストラクシ ョソ
　　　　　　　　　　　　（米）

モソテカティー二（伊）
プロスペクト　（ヴ ェネズエラ）

フ　ァイ　ヤス　トソ　（米）

フ　ァイ　ヤス　トソ　（米）

レーム ・ウソト ・ハース（西独）

ディアリソグ ・ミリケソ
ーチ

Ｉ　　　　　Ｃ　　 ・　　Ｉ

ローヌ ・フーフソ
ロ　デ　ィ　ア　セ　タ

デ　　　ュ　　　ポ　　　ソ

ダブル ・アーノレ ・グレス

リサ
（米）

（英）

（仏）

（仏）

（米）

（米）

モソティカティー二 ・エジソソ
（伊）　カール ・チーグラー（西
独）　ダソロツ プ（英）

モソティカティー二 ・エジソソ
　　　　　　　　　　　　（伊）

ハ　ー　キ　 ュ　 レ　ス　（米）

イソグリッシ ュ・ ソヴィソグ
サーモ ・プラスチ ック　　（英）

Ｃ・ Ｆ・ ブロ　ーソ　（米）

ＦＭＣコーポレーショソ　（米）

ソシニテ ・トリコタージュ ・イ
ソダストリアノレ ・チムウェ ァ
　　　　　　　　　　　　（仏）

マウザー・ コマソデ ッド ’ゲゼ
ルシャフト　　　　　　（西独）

ビーハ　Ｎ ・Ｖ　（オラソダ）

ウッドオール ’イソダストリー
ズ　　　　　　　　　　　（米）

シソクレア ・コバーズ　（米）

スタシカーボソＮ ・Ｖ
　　　　　　　　　（オラソダ）

ジ　・レオナーノレ　（仏）

グリューソ ・ツヴ ァイク ・ウソ
ト・ ハルトマソ ・ＡＧ　（西独）

Ｃ　　　　Ａ　　　　Ｄ　（仏）

　　　技　　　術　　　内　　　容

油ガス化法に関する特許権の実施許諾

油ガス化法によるアソモニア合成工場の設
計建設に関して

ファウザー式空気加圧硝酸製造に関して

アメリカ ・ソハイオ杜のアクリルニトリル
製造に関して

ナイロソ ・タイヤ コード製造技術

ポリブタジ ュソ ’ポリイソブレソ 製造技
術， イソブレソモノマー製造技術

メチノレメタクリル樹脂の製造加工技術

ナイロソ ・フィラメソトヤーソの加工技術

局密度ポリエチレソ製造に関して

ナイロソ６６繊維の製造技術

ポリニステル繊維の製造技術

爆発圧着による金属合板の製造技術

中空吹込による同時一体成型による包装容
器の製造技術

ユチレソ ・プ ロピレソ ・ラバーの製造加工
技術

ニブレソ ・プ ロピレソ ・ラバーの製造加工
技術

ポリニチレソテレフタレートチ ッブの製造
技術

熱可塑性樹脂よりラセソ巻パイブ，バイブ
よりタソクを製造する技術

石油化学オフガスを原料とするアソモニア
プラソトのヱソジニアリソグの基本設計

微結晶セルロース，微結晶セルロースより
成る製造および誘導体の製造技術

高級ニットウェ アに関するデザイソおよび
製造技術

吹込成型品およびその製造装置の製造技術

飲料水用瓶の運搬箱の製造技術

中空状の成型品を製造する技術

充墳剤を混入した変性ポリエチレソの製造
技術

ポリオレフィソに充填剤を含右させる加工
技術

化学繊維織物のプリソト加工技術

特殊ガラスウール製造技術

高級織物，編物製品の製造技術

１導入期および期間

１９５７年より１５年間

１９５７年より１５年間

１９５８年より１５年問

１９６０年より１５年問

１９６２年

１９６３年

１９６５年

１９６７年

１９６７年～１９８０年

１９６７年

１９６７年

１９６８年～１９８３年

１９６８年より１２年間

１９６８年

１９６８年

１９６８年～１９７７年

１９６８年より１０年間

１９６８年

１９６８年～１９８０年

１９６８年～１９７３年

１９６８年より３年問

１９６８年より１０年間

１９６８年～１９７９年

１９６９年より５年間

１９６９年

１９６９年～１９７１年

１９６９年より１０年問

１９７０年～１９７３年

（６６４）



目本繊維資本と対外関係（皿）（岩田） ユ０９

技術輸出先 技　　術　　内　　容 導入期および期間

グレイソ ・プ ロセッシ ョソグ
（米）
マソガソ ・バシトラシソの製造，使用技術 １９７０年

グリューソ ・ツヴ ァイク ・ウソ
ト・ ハノレトマソ　　　　（西独）

ポリオレフィソを原料とする発泡製品の製
造加工技術

１９７０年～１９８５年

ユナイテ ッド ・エアクラフト ＦＲＰ導管の製造技術
（米）

１９７０年～１９８５年

ラソ ・ラミネート ・イソコーポ
レティッド　　　　　　　（米）

合板等をＦＲ　Ｐで表面処理する技術 １９７０年

ア　ソ　ド　レジ　リニ　（仏） 高級下着の製造技術 １９７０年～１９７６年

ソシエテ ・アノニム ・フィナソ
シェ ル・ オキシレール ’デ ュ’

ニット縫製工場の生産管理技術 １９７１年～１９７４年

テクスティル　　　　　　（仏）

デ　　ュ　　ポ　　 ソ　（米） ウォーターゲノレ爆薬の製造技術 ！９７４年～１５年問

（出所）『旭化成有価証券報告書』より作成 。

内需要に依存しなげれぱならないことを示しているといえよう（第２８表）。

　旭化成は繊維部門，非繊維部門とも外国からの技術導入によっ て生産を拡大

してきた。とくに１９６０年代にはアメリカを中心とする先進資本主義国から大量

の技術導入を行ってきた。１９７０年代初めまでの外国技術導入状況は第２９表で明

らかなように，外国技術は，アクリル，ナイロソたどの繊維部門から化成品 ，

樹脂など多岐にわたっている。これは他の合繊資本も同様であるが外国からの

技術導入によっ て合繊，化成品，石油化学品などの製造が可能にな ったのであ

って，技術を導入したのちは，その技術を応用することによっ て差別化商品を

生産し，また技術革新も可能にしたのであ った。この技術導入は一面では多額

　　　　　　　　　
１～

の支払を必要としたが，他面では技術開発費用を小さくすることが可能となり ，

それだげ生産力増大に寄与することとな ったのである 。

　しかしこの技術導入は７０年代後半以降は激減している。それは外国での新技

術開発の進展が少なくな ってきていることにもよるが，新技術を導入して設備

更新を行うような状況が，現在の長期不況の下では困難であることにもよっ て

いる。技術導入に代わって６０年後半からは逆に技術輸出が増大しているのであ

る。 外国からの新技術導入よりも，自杜で応用開発した技術を輸出する状況に

変わってきたということ，すなわち資本それ自体が巨大化したということであ

り， 同時に国内の需要減，輸出の低下を技術輸出で補なわなければならなくな

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６６５）



ユ１０ 立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

第３０表　旭化成におげる技術輸出状況

技術輸　出　先

イ　　　　　ソ　　　　　ド

バ　　キ　　ス　　タ　　ソ

イタ　リア（アニッ チ）

バ　　キ　　ス　　タ　　ソ

フ　　　ラ　　　ソ　　　ス
　（ソシエテデクラモソ）

ア　　　メ　　　リ　　カ
（ユニ オソ ・タソク ・カー）

韓国（韓一合繊）

ソ　　　　　　　　連

オ　ー　ス　ト　ラ　リ　ア

イ　　　ギ　　　リ　　　ス
　（ウィリアム ・ホビー）

韓　　国（韓合繊）

メ　　　キ　　　シ　　　コ

フ　　　ラ　　　ソ　　　ス
　　（ローヌ ・ブーラソ）

ア　ル　ゼ　ソ　チ　ソ

ソ　　　　　　　　連

メ　　　キ　　　シ　　　コ

イ　ソ　ド　ネ　シ　ア

ア　　　メ　　　リ　　　カ
　　　（ハーキ ュリーズ）

中　　　　　　　　国

東　　ド　　イ　　 ツ

メ　　　キ　　　シ　　　コ

イ　　　　ソ　　　　ド

西　　　ド　　イ　　ツ
　　　（ワッ カ・ ヘミー）

アイ ノレラソド
ソ　　　　　　　　連

ベ　　　ル　　　ギ　　　ー

キ

カナダ（プリソス ’

　アノレハート ・バルプ）

カ　　　　　ナ　　　　　タ
（サソ ・アソ　ケミカル）

　　　　技　　術　　　内　　容

ヴィスコースレーヨソ糸の製造技術

苛性ソーダの製造技術

カシミロソ製造に関するノウハウ

ヴィスコースレーヨソ糸の製造技術

連続イオソ交換装置に関するノウハウ

　　　　〃

カシミロソ製造技術および製造設備
　　　　　　　　　　　　　　（目産７．５トソ）

アクリロニトリルモノマー製造技術および製造設
備　　　　　　　　　　　　　（年問５万トソ）

連続イオソ交換装置に関するノウハウ

　　　　〃

カシミロソ製造技術および追加製造設備
　　　　　　　　　　　　　　（目産２．５トソ）

カシミ回ソ製造技術および製造設備（目産６トソ）

アジボニトリル製造に関するノウハウ

カシミ肩ソ製造に関するノウハウおよび製造設備
　　　　　　　　　　　　　（目産１０．５トソ）

ＡＢ　Ｓ樹脂製造技術および製造設備
　　　　　　　　　　　　　　（年産２万トソ）

カシミロソ製造技術および製造設備（目産６トソ）
　　　　　　　　　　　（目産１２トソ重合設備）

ナイ回ソ製造技術，カシミロソ紡績

ＡＰ　Ｒの製造技術

アクリルニトリルモノマー製造技術および製造設
備

ゼラチソタイフ産業用火薬の製造技術

サソテ ック製造技術

カシミロソ製造に関するノウハウ

サソテ ック製造技術

カシミ回ソ製造技術

アクリ ノレニトリノレ製造ブラソト

ＡＰ　Ｒの製造 ・販売たどのノウハウ

ヘーベル製造設備

イオソ交換膜法カセイソーダ製造技術および製造
設備

　　　　〃

輸出時および期間

１９６０年

１９６１年

１９６２年生産開始よ

り１０年問

１９６２年

１９６３年より１５年問

１９６５年より１５年間

１９６５年より１０年間

１９６５年

１９６５年より１５年問

１９６６年より１５年間

１９６６年より１１年問

１９６６年

１９６７年より１９８７年

１９６７年

１９６８年

１９６８年より１９７７年

１９７２年より５年間

１９７２年より１５年問

１９７３年

１９７３年

１９７３年

１９７３年より１９８３年

まで

１９７４年より５年間

１９７４年

１９７４年

１９７４年より１５年間

１９７６年

１９７７年より１０年間

１９７７年より１０年間

（６６６）
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技術輸出先　　　技　術　内　容　　　輸出時および期間
韓国（石油化学支援工団） イオソ交換膜法カセイソーダ製造技術および製造 ！９７７年より１０年聞

設備

ソ　　　　　　　　連 ベソゼソ製造技術および製造設傭 １９７７年

メ　　　キ　　　シ　　　コ サソテ ック製造技術
１９７７年

中　　　　　　　　国 ナイロソ６６タイヤ コード処理及び製造設備 ユ９７９年より１０年問

オ　　　ラ　　ソ　　ダ イオソ交換膜法カセイソーダ製造技術および製造 １９７９年より１０年問

（アクゾー・ ザウト ・ケミ） 設備

ニュージーラソド 〃 １９７９年より１０年間

ア　　　メ　　　リ　　　カ サソテ ック製造技術 １９８０年より２０年問

（エクソソ ・ケミカル）

ニュージーラソド イオソ交換膜法カセイソーダ製造技術および製造
１９８０年より１０年問

設備

ブ　　ラ　　ジ　　ル アジボニトリル製造技術 １９８０年より１２年問

（出所）ｒ旭化成有価証券報告書』より作成 。

ったということである。もちろん旭化成においても海外生産を行ってきている 。

カナダ，アイ ノレラソド，モーリシャス，ベノレギー ペノレー グァテマラ，韓国 ，

イソドネシア，スリラソカ，イソドで合弁会杜もしくは資本参加をしてアクリ

ノレ繊維，レーヨソ，ダイナマイトなどの生産を行っている。この海外合弁会杜

向げの技術 ・プラソト輸出も行われているが，旭化成の技術輸出は発展途上国 ，

先進資本主義国そして杜会主義国と多岐にわた っており ，その種類もレーヨソ ，

アクリルなどの繊維からカ性ソーダ，樹脂など多種類である。このうち繊維の

技術輸出は１９６０年代から７０年代初めまでで，他の合繊資本と同様に海外進出に

伴っ ての技術 ・プラソト輸出で，輸出地域の合繊生産の発展を促進させ，結果

的には日本の合繊生産の停滞を招くことになったということは前述の通りであ

る（第３０表）。

　このように旭化成における技術輸出は，国内の需要の相対的減少，生産拡大

の困難性，商品輸出の減少などを補なう一手段として行われているのであり ，

結局は旭化成における過剰設備，過剰人員などを処理する一形態という側面を

もつものということができよう 。

（５）　その他の合繊資本

アクリル生産に関しては目本の最大企業である三菱 レイヨソは，他の合繊資

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６７）
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本と異なり ，１９３０年代にレーヨソ専業メーカーとして発足し，その後日本化成

工業，旭硝子と合併，１９５０年に再び３杜は分割しレーヨソ専業として再発足し

た企業である。その後アクリノレ，ポリエステル，合成繊維，合成樹脂の生産に

着手し，現在は炭素繊維，住宅，フィノレム，アクリノレ系光学繊維，航空機風防

ガラスなどの多角化生産を行っている。この多角化生産に関しては他の合繊資

本と同様の方向にある 。

　三菱 レイヨソはアクリノレ生産に関しては，市場の約２５％を占有しているが ，

この三菱 レイヨソが１９８２年にアメリカのアクリノレ生産の最大企業であるモソサ

ソトとアクリル生産に関する製造技術，ノウハウを相互に公開，供与しあう協

定を結ひ事実上の目米アクリル寡占体制を移成しようとしているのである。先

進資本主義国における合繊不況下での先進国資本問での提携は，国民経済を越

えての合繊企業再編成を促すものであり ，発展途上国への進出を含めた新たな

国際分業体制の再編，国際的寡占体制の構築と，さらに市場，技術たどの独占

を進行させることになるであろう 。すなわち先進国繊維産業の今後の動向を三

菱レイヨソの提携が明らかにしているものといえよう 。

　次にユニ チカは，前述のように大目本紡績と目本 レーヨソとの合併によっ て

成立した企業で，綿紡，化合繊の両部門にわたって生産を行っている企業であ

る。 合繊ではポリエステ ノレ，ナイロソの生産を行っているが，ポリエステノレ生

産に関しては，帝人，東 レの２０分の１程度の生産で，主カはナイロソ生産であ

る。 このナイロン生産は東 レに一続いて生産量は多いのであるが近年は旭化成が

生産量を増加している中で，ユニ チカは１９７３年の生産量をピークとして年々低

下傾向にあり ，市場占有率も東 レ， 旭化成に続いて第３位とな っている。この

ユニチカにおいても多角化生産が進行し，１９８１年には総売上高２，１４５億円のう

ち非繊維部門は４３５億円，２０．３％を占めるまでにたっている。非繊維都門では

ブラスチック，エソジニァリング，建設 ・不動産などがある。とくに建設 ・不

動産は建設資材の一部を除いては異種部門であり多角化生産 ・経営の一つの特

徴をあらわしている 。

　また海外生産では，ブラシノレ，香港，マレーンア，タイ，コートティボアー

　　　　　　　　　　　　　　　　（６６８）
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ル， ウガソダ，イソドネシア，ナイジ ェリアで綿紡績，毛紡績，綿紡織などを

行っ ているが，いずれも進出した年は１９７３年以前であり ，それ以降は進出して

いない。また進出先も発展途上副こ限定されており ，他の繊維資本と同様の状

況にた っている 。

　合成繊維では唯一日本で開発されたビニロソの工業化を行ったクラレは，３

大合繊ではポリニステルのみの生産を行っている。第３１表はこのクラレの部門

別売上高および輸出比率の推移を示したものである。この表からも明らかのよ

うに非繊維部門の売上高は約４分の１を占め非繊維部門の比率は高くな ってい

る。 その非繊維部門では，化成品である人工皮革をはじめとして樹脂，フィル

ム， 医薬品，医療機器，ニソジニアリソグ等であり ，化合繊の生産 ・技術系統

の延長上での多角化生産となっている 。

　またクラレの部門別輸出比率をみると，他の合繊資本と同様に，ポリエステ

第３１表　クラレにおげる部門別売上高および輸出比率推移

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位１００万円　構成比劣）

７５

ビニ１コ ソ　２０．６４９

　　　　　　　　２
，７１８

ビニロソ 輸出　　 （１３ ．２）

エステノレ 　８１ ，４４２

エステル輸出１蝪

レーヨソ　２２
．０５５

　　　　　　　　８
，４５０

レーヨソ 輸出　　 （３８．３）

繊維計１２４
．１４６

　　　　　　　３５
，１７９

繊維輸出
　（２８

．３）

非繊維計　３７
，３５９

非繊維輸出　
１０’８４２

　　　　　　　（２９
．Ｏ）

プラソト他　１１，３７３

プラソト輸出　　
７・ ４５１

　　　　　　　（６５
．５）

合計１７２
，８７８

輸出計５３
，４７２

構成比（３０
．９）

７６ ７７ ７８

２５．４７３　　　２４．３５４　　　２５．４６３

３． ５２３　　　　４．２３０　　　　３ ，４５９

（１３．８）　（１７．４）　（１３ ．６）

８８．９６７　　　　８３ ．１４４　　　　８３．５１５

２０．６２５　　　　１６ ．８７８　　　　１３，８０２

（２３．２）　（２０．３）　（１６．５）

１８．５１０　　　　１７．８３８　　　　１７．０７３

７． ５４５　　　　　８．６０８　　　　　７，３０６

（４０．８）　（４８．３）　（４２．８）

１３２．９５０　　　１２５ ．３３６　　　１２６ ．０５１

３１ ．６９３　　　　２９ ．７１６　　　　２４，５６７

（２３．８）　（２３．７）　（１９．５）

４２．３７４　　　　３９ ．８３８　　　　３９ ．２７５

１１ ．２０８　　　　　９ ．６１１　　　　　９ ，７０６

（２６．５）　（２４．１）　（２４．７）

７９ ８０ ８１

２９．６０９　　　　２９．２６９　　　　２４．５２１

４． ４９６　　　　　６．３２８　　　　　４，９１１

（１５．２）　（２１．６）　（２０．Ｏ）

９４．４４２　　　　９５．０１６　　　　９６．４５４

１５．９３９　　　　２０．５５１　　　　２１ ，３９８

（１６．９）　（２１．６）　（２２．２）

１９ ．８３６　　　　２４．２９４　　　　２３．７５１

　８．２８８　　　　１３．２１０　　　　１４，３５１
（４１．８）　（５４．４）　（６０．４）

１４３．８８７　　　１４８．５７９　　　１４４．７２６

２８．７２３　　　　４０．０８９　　　　４０，６６０

（２０．Ｏ）　（２７．０）　（２８．１）

４６．６５５　　　　５４．８８７　　　　５０．６８５

１２．９５５　　　　２０．３７８　　　　１３，９０２

（２７．８）　（２７．０）　（２７．４）

１７５．３２４　　　１６５．１７４　　　１６５．３２６　　　１９０．５４２　　　２０３．４６６　　　１９５．４１１

４２．９０１　　　　３９．３２７　　　　３４．２７３　　　　４１．６７８　　　　６０．４６７　　　　５４，５６２

（２４．５）　（２３．８）　（２０．７）　（２１．９）　（２９．７）　（２７．９）

（出所）　クラレ資料による 。

（６６９）
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ノレなどの合繊の輸出比率は低下しているが，化繊であるレーヨソの輸出比率は

増大している。また非繊維でも人工皮革などを中心として２５％前後輸出に依存

している。その他技術輸出 ・ブラソト輸出があるが，これも１９７８年中国向けに

人工皮革設備を輸出して以来行われていない。さらに海外生産も韓剛こビニロ

ソ紡績とイソドネシアにポリエステノレ生産の合弁企業を有しているのみで，東

レ， 帝人などの海外進出状況に比して資本観模の小さいことが海外進出を困難

にさせているといえよう 。そして合繊企業の再編が進行しようとしている中で ，

クラレは多角化生産 ・経営を志向する一方，新事業や高付加価値 ・差別化商品

の開発を進めている。例えばメデ ィカノレ部門の拡大，人工皮革の多目的化，工

業用分離膜，あるいはポリェステルの差別化商品として特殊加工商品の生産を

行っ ている。このようにして合繊不況を一方では合理化を進行させ，他方では

遊休設備 ・工場を他の部門に転換させることによっ て切り抜げようとしている

のである（第３１表）。

　　１）　「高度成長期」の繊維資本の技術導入状況に関しては次を参照。竹田秀輝ｒ戦

　　　後目本の繊維工業』，大明堂 ，１９６９年 。

　　　　技術導入に関しては，高額の特許料が支抵われていた。例えぱ東 レがデ ュポソ

　　　杜からナイロソの技術導入を行った際ｒ東 レの支抵うべき頭金が１０億８，０００万円

　　　（当時の東 レの資本金が７億５，Ｏ００万円であ った）であり ，その特許料が，１５年

　　　問にわたり製品売上高の２％から計算すると ，１９６４年９月期で月平均８億２，０００

　　　万円にのぼり ，これは，東 レの当時の全労働者２８，５００人の月平均賃金総額の合計

　　　８億５，０００万円に匹敵したといわれる。そしてデ ュポソ杜との契約期間満了の時

　　　点で，特許料が月平均１億７，０００万円で」（同上書，１５ぺ一ジ）あ ったとされてい

　　　る。１９５０年代後半から６０年代までの技術導入は合繊資本をして多額の費用を払う

　　　 ことにな ったが，しかし契約期問（５～１５年間）の終了は，資本をして剰余金を

　　　増大させ，海外進出や，新観事業への進入を容易にさせたと同時に，他方での最

　　　近の技術輸出の増大は莫大匁利益をもたらすことになるのである 。

４　おわりに

日本繊維産業の外国貿易の動向および綿紡，合繊各個別資本の状況と対外関

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７０）
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係を中心にこれまで分析してきたが，その中で日本繊維産業の生産の停滞ない

し低下，外国貿易の相対的減少の状況および原因を明らかにしてきた。とりわ

け綿紡部門においての生産縮小，輸出の停滞は，極東アジァ諸国を中心とする

発展途上国における繊維生産の発展，国際分業関係の変化が，従来の輸出産業

から輸入産業になりつつある状況を明らかにした。こうした対外関係 ・国際分

業の変動の中で，繊維資本はユ９６０年代後半から７０年代にかけて海外進出を増大

させ，国際分業 ・外国貿易の再編を客観的には促進させる要因も生んでい った 。

　先進国繊維資本の海外進出とりわけ発展途上国への進出はＮＩＣｓ 諸国を中心

としているが，合繊生産のような巨大な装置産業までも発展途上国へ進出し ，

その結果は世界不況の長期化とあいまっ て， 先進資本主義国の繊維資本の国際

的競争力を相対的に低下させ，進出した国からの輸入を招き，国内生産の縮小

を余儀なくされる事態を生んでいる。さらに織物，縫製などの労働集約的部門

では発展途上国の低賃銀が利用され競争力において，先進国はたちうちできな

くな ってきた。目本でも衣類などの繊維二次製品輸入急増は，目本資本の海外

進出の影響もあるが，発展途上国，中国なとの競争力の増大の結果でもあ った 。

それが日本の繊維産業の生産力の低下の一因とな った 。

　第３２表は国別 ・地域別綿紡機，織機の保有状況である。綿紡機は１９３９年に１

第３２表　各国別 ・地域別綿紡機数推移 （単位１ ，ＯＯＯ錘）

年次
地域名 ・国名

１９３９　　　　　　１９５５　　　　　　１９６０　　　　　　１９６５　　　　　　１９７０ １９７５　　　１９７９

ヨーロ　ツ
ノく ８８，９８２ ７０，０４４ ５３，０２７ ４９，３３９ ４７，１１７ ４８，２８１ ４７，５９０

一ヒァメ　リヵ ２８，０４９ ２４，６６０ ２２，４１７ ２２，２６２ ２４，０１０ ２２，６１１ ２１ ，９４１

ア　メ　リ　カ ２５，９１１ ２２，２４７ １９ ，９１６ １９ ，３６３ ２０，５１５ １８，３３８ １７，５２１

ラテソアメリカ
３， ４４１ ５， ２１１ ６， １９４ ６， ３９４ ６， ６３６ ８， ２３４ ８， ８５４

ア　フ　　リ　カ ２９０ ９７０ １， ７ユ２ ２， ８０２ ３， ２３９ ４， ８０９ ６． １３１

アジアおよび豪州 ２６，８８６ ２８，９５３ ４２，８８７ ４９ ，６７３ ５３，７９８ ６５ ，６８２ ７５ ，６６６

日　　　　本 １１ ，５０２ ７， ９６１ １３ ，２１８ １２，７２８ １２，３６５ １１ ，７００ １０，４３２

韓　　　　国 ６０ ３６４ ４７５ ６２９ ７６０ １， ９４０ ３， ０６７

イ　　ソ　　ド １０，０５４ １１ ，８８８ １３ ，８６４ １５，９９７ １７，４５０ １９，５４４ ２０，６８１

中　　　国
４， ７３０ ５， ６８０ ９， ６００ １１ ，８００ １３，３００ １８，ＯＯＯ ２５，５００

世界合計
１４７，６４８ １２９ ，８３８ １２６ ，２３７ １３０，４７４ １３５，４６９ １４９ ，６１７ ユ６０，１８３

（注）　ヨーロッパにはソ連をはじめとする東欧杜会主義国を含む 。

（資料）　Ｉ　Ｔ　Ｍ　Ｆ　　（出所）『紡績事晴参考書』 。
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億４，７００万錘あ ったが，４０年後の１９７９年は１億６，ＯＯＯ万錘とわずか８％の増加で

しかたい。そして１９３９年の状況は先進資本主義国が精紡機の約９０％を所有して

いたが，７９年では５０劣の所有率にまで低下Ｌている。すたわち精紡機に関して

は設備の増加率はゆるやかなものであるがその所有状況には大きな変化がある

ということである。とくに最近年においては発展途上国ラテソ ・アメリヵ，ア

フリヵ，アジァのすべての地域で所有率が上昇しているのである。これらの発

展途上国へは先進資本主義諸国の繊維資本が進出しているとはいえ，天然繊維

原料の生産国でもある発展途上国が自ら製品を生産していくという方向に進ん

でいることを示しており ，今後もこのような傾向であるといえよう 。発展途上

国の設備所有の増加傾向に比して先進資本主義国の設備が減少しているのは ，

精紡機それ自体の労働生産性が第２次世界大戦前に比して飛躍的に増大してい

るとはいえ，天然繊維部門をはじめとした繊維生産の縮小傾向を示しているも

のであろう 。

　織機においても精紡機と同様の煩向があらわれている。織機は１９３６年の３０７

万台から１９７９年では自動 ・普通織機あわせて２８５万台とむしろ減少している 。

この織機数の減少は，ウォーター・ ジェット ・ルームに代表されるように織機

の生産性の向上が著しく ，旧式織機の廃棄が進行しているためでもあるが，こ

こでも先進資本主義国の所有率が低下し，発展途上国の所有率が増加している

ことである。しかし先進資本主義剛こおげる自動化は当然としても，発展途上

国においても自動化が進展していることである。したがって同 ．じ労働生産性の

高い織機を有しているなら，賃銀の絶対的に低い発展途上国の方が，絶対的に

費用価格は小さく国際競争上は有利にたっていくということである。発展途上

国での自動化の進展，競争カの強化は先進国資本の海外生産の進行によっ ても

たらされている側面もあるが，　般的には先進資本主義国へ商品輸出を伴って

あらわれている。そＬて発展途上国の繊維生産は極東アシァの一部の国や発展

途上国の政府との合弁企業を除げば，実質的には先進国資本に支配されている

とはいえ，先進国の繊維産業に打撃を与え，その結果は先進国繊緯資本は合理

化や技術革新の進行を余儀なくされているといえよう 。目本では織機の自動化
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第３３表　各国別 ・地域別織機数推移

　　　　１１７

（単位１，ＯＯＯ台）

ユ９３６ １９５５ １９６０ １９６５ １９７０ １９７５ １９７９

白動　普通 白動１普通 白動１普通 白動１普通

ヨーロツバ
１， ７４０．３ １， ５８４ ．３ １， １９２ ．Ｏ ６０６ ．３ ４０３ ．７ ６３２．９ ２５７．２ ６２１ ．３ ２２０．５ ６２５ ．８■ １７１ ．７

北アメリカ
６２８ ．７ ４２９ ．３ ３８５ ．７ ３３５ ．Ｏ １６ ．４ ２９２ ．６ １３ ．５ ３６８．０ １０ ．２ ２９４ ．６ ９． Ｏ

アメ　リ　カ ５７３ ．５ ３６９ ．１ ３２６ ．２ ２８５ ．Ｏ

一
２３０ ．４

■
３０４．８

，
２２３ ．７

■

ラテソアメリカ ９６ ．Ｏ １５５ ．６ １７３ １７ ８２．６ ７０ ．１ ８９ ．２ ５０ ．８ １３３ ．１ ８４ ．９ １４ユ ．６ ８４ ．３

ア　フ　リ　カ
３． ３ ２３ ．４ ３１ ．２ ４２ ．１ １５ ．５ ６９ ．８ ７． ４ ８４ ．４ １３ ．４ ９６ ．８ １６ ．７

アジアおよひ豪州 ６０１ ．６ ６９６ ．８ ８４４ ．５ ４０２．７ ７２９ ．１ ５７９ ．２ ６６３ ．７ ７９４ ．Ｏ ６４６ ．５ ８０８ ．２ ６０５ ．８

日　　　本 ３３２．６ ３３６ ．９ ３６０．９ ９６ ．２ ３００．８ １２３ ．１ ２４５ ．２ １２７．８ ２２２．５ １２０ ．５ １８５ ．３

韓　　　国
４． ５ ５． ６ １８．１ ６． Ｏ ５． ５ ５． ９ １５ ．７ ６７ ．５

一
７５ ．１

‘
イ　 ソ　ド ２０１ ．５

一
２０５ ．７ ２８ ．Ｏ ユ８１ ．Ｏ ３６ ．４ １７２．６ ４０ ．２ １６７．５ ４５ ．２■ １６１ ．４

中　　　国
５９ ．８ ８４ ．５ １５０．Ｏ １３０ ．０ １９０．Ｏ ２１１ ．Ｏ １７２．Ｏ ２７５ ．Ｏ ２１０ ．Ｏ ２９０．Ｏ ２００．Ｏ

世界合計
３， ０６９ ．８ ２， ８８９ ．４ ２， ６３３ ．１ １， ４６８．７ １， ２３４ ．８ １， ６６３ ．７ ９９２．５ ２， ＯＯＯ ．８ ９７５ ．５ １， ９６７．３

Ｉ
８８７．５

（注）　ヨーロッパには，ソ連をはじめとする東欧社会主義国も含まれてい私
（資料）　 Ｉ． Ｔ． Ｍ． Ｆ．　（出所）ｒ紡績事情参考書』 。

が進展しているとはいえ，和装部門，毛布，タオ ノレ，シーツなどの織布部門で

は零細企業も多く旧式織機を使用せさるをえない状況で，それだけ国際競争力

が低下し，輸入の増加を招く結果ともな っている（第３３表）・

　世界的に繊維生産は先進資本主義国から発展途上剛こ移行しようとしている

が， それは前述のように先進国繊維資本の発展途上国への進出が大きた要因に

なっ ている。原料価格（とくに天然繊維原料）の安価なことにもよるが，労賃が

絶対的に低いことにもよっている。さらに市場としては拡大できる余地を充分

に有していることにもよっているし，第３国への輸出にも有利であることにも

よる。発展途上国の繊維生産は，最新鋭の工場を建設し，最新の技術を採用し

行われるようにもな ってきている。すなわち単なる低賃銀を利用した繊維生産

というよりも，巨大な装置をもった生産性の高い国際競争力を有した繊維生産

としてである。先進国繊維産業は長期不況下にあって大巾な技術革新や新技術

開発が進行しておらず，むしろ日本にみられるように合理化や既存設備の部分

的更新や差別化商品の生産のみを志向しなげれはたらないようた状況では・発

展途上国の繊維生産は絶対的有利になる場合も存在する。したがって新技術や ・

設備装置を先進国が発展途上国へ輸出しないかぎりは先進国の有利性を維持す

ることができようが，資本の行動は国際化を志向するものであり ，機械設備は
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１１８　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

もちろんのこと技術および技術者までも送られているのが現状である。資本の

行動はその限りでは国民経済と対立するものとなろう
。

　　１９７４－５年世界恐慌は目本繊維資本にもみられるように海外進出を停滞させ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第３４表　日韓繊維貿易推移（金額）　　　　（単位１，ＯＯＯドル）

ぷ
（輸出）

１９６６

　　６７

　　６８

　　６９

　　７０

　　７１

　　７２

　　７３

　　７４

　　７５

　　７６

　　７７

　７８

　７９

　８０

　８１

（輸入）

１９６６

　　６７

　　６８

　　６９

　　７０

　　７１

　　７２

　　７３

　　７４

　　７５

　　７６

　　７７

　　７８

　　７９

　　８０

　　８１

繊系俸合計

５４．７５４

８１ ．９２３

１１１ ．０６１

１１８．０３０

１５０．４２０

１４９．８３１

１５３．６８９

３３９．１０５

２８０．９５９

２４１ ．１１６

３０２．９７７

３１７．５８２

３３７．５０１

３２７．１９１

３１１ ．０６６

３４９，０７１

　　　　６．２６４

　　　２４．２０７

　　３１ ．８８１

　　４９．０６６

　　　９３．６１５

　　１２２．１３８

　　１８４，Ｏ０５

　　５３７．３３７

　　６０９．９０５

　　４４１ ．６３９

　　６８８．３７６

　　６８８．９０９

１， ０７６．５９０

１， ２５９．０１７

　　８６２．０３４

　　９５６，４９２

繊維原料

１６ ．８２！

１９．７４１

２０．０４９

１５．２０１

１８．４１７

２１ ．８３７

２７．６２２

６９ ．４５４

５１ ．５０５

２６ ．２９６

３３．３１２

３３．１１３

２７．５９６

３３．９２７

３８．５６９

４１ ，２６９

２． ４８２

９． ７３１

９． ０４９

１８．２０１

３９．９１２

４３．１３０

６５．１９５

８３．１２６

８２．０３６

３４．８１８

２４．６０１

５０．９０２

８２．２８９

４９．１７５

３１ ．９９２

７， １７９

糸　類

２６ ．２８０

４１ ．３４７

５８．８５６

６２．４７３

６９．９３５

４９．３１６

４７．４２１

９９．１１６

６９ ．２５３

４９ ．５５８

５８．０２４

７９．４１５

９３．４２３

７１ ．９１５

７２．４０４

１０２，６２１

　　　　２４５

　　　　４３０

　　　　２８６

　　１ ．３１２

　　６．３２１

２０．５１９

２０．０３８

４６．３３７

５１ ．７９０

１０１ ．２７２

１０６ ．６２７

８１ ．６２３

２０３．８７０

２７０．６８６

２１３．９９０

１７０，０６５

綿　糸

　　５２８

　　３８１

　　５００

　　６０８

　　６７７

　　４８９

　　５３７

６． ０６７

１． ６５９

　　８８４

１． ７１５

２． ６８２

１． ０２８

１． ９０２

２． ９９２

４， ２７１

　　　　１０６

　　２．８４０

１３．２８４

１４．８４４

１９．１５９

３５．３０３

１８．０５０

３１ ．１０４

３５．５２６

１４９ ．９２６

２０６．６２５

１４４．８８１

１２６，７７９

織物類１綿織物

　　８．６７６

１６．４９１

２７．１５４

３４．５４６

５１ ．８８５

６２．１９２

５３ ．８５３

１１８．１４１

１１０．０６３

１１３ ．４３６

１４３．５９７

１４６．７２６

１５５．９７８

１６４．７３１

１５３．８４７

１５２，０２５

　　２．５６９

１１ ．８９０

１８．０８４

２３．７７９

３３．６９６

３６．７３０

５４．９８４

１４２．５９２

１２５．２５４

１１３．０６６

１９６ ．２８８

１６８．４８９

２６２．５７３

２９０．５０２

１８６．９３１

２０５，７６５

１． ８５９

２． ９１５

３． ２１７

３． １１１

３． ２８６

４． ２５８

５． ９５５

１３．０６３

１３ ．５６９

１２．３５３

２０．４７８

２２．４１８

２５．０３５

２５ ．６４５

２５ ．６５６

２６，３６６

　　　　２７

　　　１５１

　　　８３３

１． ３７０

１． ８０３

４． ５８８

１０．５２０

３５ ．３８０

１５．８５２

９． ６８３

１１ ．１６２

８． ５１０

１９ ．７８１

３４．０８６

１９ ．１７４

１７，３６８

絹織物

１． ５５３

４． ０５９

２． ３８７

２． ９４２

２． ８１９

２． ８６９

２． ６１４

８． １３５

８． ４６３

７． ４４３

７． ３６４

６． １９０

７． ７７３

７． ８８７

５． ９２９

４， ９７７

　　２．０８１

１１ ．１２８

１６．１１１

２１ ．３３６

３０．２０１

３０．８３１

４１ ．３０５

７８．００４

８１ ．６７８

９２．７６２

１６５．７５６

１２８．３８７

１６２．５４２

１８２．６５６

１１０．０１１

１０８，７３０

１合繊織物

　　３．７５９

　　７．８０４

１８．３１６

２３．６９３

３８．７９１

４７．８２５

３６．８７０

８１ ．９０５

７５．７９７

７６ ．５３８

９６．３２３

１０３．６０１

１０４．９２８

１１４．４２８

１０５．３７３

１０３，０８３

　　　４４６

　　　６０４

　　　９９４

　　　８６６

１． ５００

１． １４２

２． ４７１

２２．９４６

２３ ．０６３

９． １８６

１７．５０７

３０．６６０

７９ ．０６８

７１ ．６６６

５６ ．７５６

７８，３６９

衣　類

　　２１７

　　２４２

　　３５３

　　２４１

　　３１０

　　５２５

１． ０２３

２． ６０２

２． １６９

２． ２９２

２． ８４３

２． １５４

２． ２３５

１． ８０２

１． ２５８

１， ９３３

　　　　５５５

　　１ ．２６４

　　２．８５８

　　４．６８６

１２．４０８

１９．４８９

３５．１４７

２２４．７８３

３１７．５５９

１８３．７０２

３３８．０７８

３５８．４８１

４８５．８５５

６００．５６５

３９８．７６１

５３９ ，６２１

２次製昂

１． ８９２

３． ５２５

４． ０４４

４． ６４１

７． ２５３

８． １０３

１３．４１６

２７．８５２

２９ ．６７４

３２．３８５

４６．２６６

３８．３４９

４２．６５６

４０．９４５

３２．２２７

３８，５４１

　　　４０７

　　　８５７

１． ６０３

１． ０７２

１． ２６８

２． ２６９

８． ５２６

３９ ．５７８

３２．８５８

９． ６２５

２２．０１８

２０．０３９

３８．９４９

４６．４２７

３０．１７２

３３，５０８

（出所） 『目本貿易月表』 より作成 。

（６７４）



　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目本繊維資本と対外関係（ｎ）（岩田）　　　　　　　　　　　ユ１９

ている。それだけ繊維資本の過剰資本の存在が小さくなっているということと ，

借入によっ てでも海外生産を増加しうる状況下にないということであろうし ，

第３５表
目韓繊維貿易推移（数量）（単位

瓢楓
。三。次製品トソ）

ぷ
　　　　　　　　　　　　　１

　　　　　　繊維合計．繊維原料
　　　　　　　（・ン）１（。ン）

糸類１

（輸出）

１９６６

　　　６７

　　　６８

　　　６９

　　　７０

　　　７１

　　　７２

　　　７３

　　　７４

　　　７５

　　　７６

　　　７７

　　　７８

　　　７９

　　　８０

　　　８１

（輸入）

１９６６

　　　６７

　　　６８

　　　６９

　　　７０

　　　７１

　　　７２

　　　７３

　　　７４

　　　７５

　　　７６

　　　７７

　　　７８

　　　７９

　　　８０

　　　８１

３６ ，２３２ ：

４６ ．８５６

５９ ．６６５

５９ ．３６１

６８．８３０

７３．９０４

７５ ．２６９

１１８，５６３

７２．６１８

６２．５１８

７１ ．２６９

８２．４７９

７３ ．９８７

５８．１５５

５２．７１１

５８，３７２

１６ ．４６６

１７ ．５８２

１９ ，６４６

１６ ．８３３

２０．１５７

２５ ．２８０

３０ ，６１ユ

５０ ．８５９

２５ ．５５４

１３ ．５１２

１６ ，９１３－

１９ ．４８２１

１５ ・２３５

１８ ．４６９１

ユ７ ，７９７ｉ

１８３６９１

１６ ．１２８

２３ ．４９５

２９ ．６９４

３１ ．２２４

３１ ．２５２

２６ ．０８５

２２．６９６

３４．５４７

１８．７３９

１８．３２８

１９ ．４８５

２９ ．６２１

３２．０５９

１８．４４３

１６ ．５４８

２３ ，１９０

　　　８５９

　１ ．８０２

　２．６４７

　４．７４２

１３ ．６２２

２６ ．６８

３３ ．７１

７４ ．８！

７４．７４

４７ ．９４

６７．５６

６９ ．！４

１３１ ．７５２

１３８ ，６３
’

１１２ ．１７

１０８，６３

ｌｌｌ
；

６２４

，
１・ ５４５１

４． ９３２

３． ２４５

６． ０２９

７． ２０７

５． ４０１

４， ８０９

５． ２４４

４． ０８２

５． ０４７

３． ６８１

３． ６９５

２， ９５７

　　１２５

　　　１８６

　　２９０

　　４９８

４． ３９０

１６ ．５８

１３，７２ ・

１４ ．４３１

１９ ．１７

１６ ．１９４

２２．１３

２１ ．６５

６４．９１

７３ ．２３

６１ ．６９

４９ ，４３

締　糸

　４１２

　　１５１

　　１５６

　　１７８

　　１８４

　　１１９

　　１２５

１． ７８６

　　２６４

　　２１０

　　４２５

　　５０５

　　１２８

　　２３８

　　３７２

　　５２４

　　　１１３

３． ０３６

１２，７０ユ

１１ ．５５８

８． ２０７

１５１８４

１０．６６６

１４．８７１

１５．５７４

５５ ．８１７

６３２００

５１ ．０１０

４２，５７９

織物類

２０．５６７

３５．１７８

６８．６２６

８３，５１７

ユ２６ ．７５５

１５８．６７６

１１０，ＯＯ０

１５３ ．７８６

１３５ ，２５３

ユ４６ ，９８６

ユ６０．１９１

１６９ ．４９６

１４５ ．９１６

１２４ ．６６０

１１５ ・８５３１

１１１ ・４４１

　　１ ．９３４

　４ ．０５３

１０．６６５

１５ ．２０３

１８．１３７

２９ ．４２９

５６ ．９８１

１７３ ．４２３

１０３ ．１５０

５５ ．８２９

７１ ．７１４

７８．２０２

１４６ ．８０８

１３５．２７２

１３３ ．１４６

１４２，３１５

綿織物ｉ

５． ７３５

７． ３６５

７． ４４１

７． ０３２

７． ９４９

９． １１１

１０．９５６

１６ ．３９３

１５ ．８８９

１５ ．３８７

２２．５４３

２１ ．６７０

２０．９５３

１７，６１１

ユ７．４３９

１７，３５８

　　　２０４

　　　６４７

４． ８１７

７． ７４８

７． ３７７

２１ ．８６７

４０，９０］

８７．７！８

２８．５９６

１６ ．４８

１４．６８２

７． ５２

２２．１２

２５ ．３５

！８ ．１５

１８，０６

絹織物 合繊織物

　　６５９

１． ４２４

　　９７１

１． ２２９

　　９３１

１． ０１３

　　７０４

１． ３２４

１． ２９５

１． １４１

１． ２２９

　　８５８

　　８６８

　　５９９

　　４９３

　　３９５

　　９ ．０６１

２２．１８５

５３ ，Ｏ０７

６７．２８５

１０９ ．０３６

１３６ ．４４９

８５．８９０

１２３．６４４

１０８．６８１

１１６ ．４３６

！２２．１４１

１３５．９７３

１１２．２４３

９６ ．６４３

８７．８４６

８３ ，７３９

　　５４５

２． ４４９

３． ７２７

５． ２４８

６， ３８ユ

５． ９２１

７． ７３４

８． ７３６

９． ０５２

１０．３５８

１３ ．８０２

１０．４２４

１０．７７８

８９１０

７． １４５

６， ９６１

　１ ．１２０

　　　９４４

　　１ ．８６７

　　１ ．９９４

　４．！４７

　　１ ．４３１

　　６ ．９７５

６６ ．６９６

５８．２３５

２５ ．９８１

４１ ．７６３

５９ ．７７６

１１３．４０２

１００．１９９

１０７．５２３

１！６ ，６８７

衣　類２次製品

４３

２８

３０

３４

３５

５９

１２８

２６３

２５３

２７３

２４９

１７６

１１９

８９

５４

６８

　　５３６

１． ０１８

１． ３５６

１． ３１０

２． ８６８

３． ０８７

６． ３３８

９． ３８０

８． ８９８

９． ０９６

１２．１７６

１０．６７７

７． ５８１

５． １７０

３． ７２７

３， ４２３

　　　４８

　　　１８５

　　３７２

　　　６７６

１． ６２９

２． ４０８

４． ５３４

２５ ．３８３

２８．７９４

１８．３２３

２９ ．８０５

３２．１１５

４１ ．２２５

３９６５１

２７．１５

３５，６４

　　１７１

　　２１８

　　２２８

　　２２２

　　２０７

　　２８６

１． ４１１

６． ６９１

７． ！７７

１． ３４３

２． ０４４

１． ８１７

３． ０４０

４． １９０

３． ！５０

３， ３５２

（出所） 『日本貿易月表」 より作成 。

（６７５）



　１２０　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

また発展途上国のいわゆるヵソトリーリスクが増大していることにもよろう
。

　今日の目本繊維産業の生産の停滞ないし低下は，国際的競争カの相対的低下

とその結果としての輸入増大が大きな原因にた っている。この輸入増はとりわ

げ極東アジア，中副こ集中している。日本と韓国との繊維貿易の推移を示した

のが第３４，３５表である。この表から明らかなように目韓繊維貿易は，１９７０年代

の初めまでは日本の出超であ った。しかし１９７２年以降は目本の入超に転じ，最

近では目本の輸出は３億ド ノレ台で推移しているが，韓国からの輸入は１９７９年の

１２億６，ＯＯＯ万ド ノレを最高にして１０億ド ノレ前後となっており ，大巾な入超を続げ

ている・とくに韓国からの輸入は，目本紡績協会がダソピソグ提訴をした綿糸 ，

綿織物，および衣類が多く ，合繊製品の輸入も拡大の方向にある 。

　韓国は戦前の目本資本主義のように繊維産業の比重は高く ，輸出においても

総輸出の３０％前後は繊維品に依存している。韓国の繊維生産は目本に比して絶

対的な低賃銀にある労働カを利用して行っているのであるが（第３６表），他方で

労働生産性，工場塊模などで目本の繊維資本を超える資本も存在するようにな

つている・例えぽ日本での綿紡 ・毛紡績の最大工場は都築紡績糸貫工場で精紡

機１７８，１９６錘，織機１，５１０台であるが，韓国の最大工場は大農 ・清州工場で精紡

機４０万錘を所有しており ，一杜平均でも１４万錘と目本の一杜平均１１万錘よりも

規模が大きくな っている。したがって綿紡に関しては目本よりも労働生産性が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユ）高くｒ日本向げ綿糸輸出価格は目本の市況より約１０劣は低い」輸出価格を設定

することが可能になり ，日本への輸出を増加させているのである 。

　また合繊においても目本の合繊資本との合弁企業を設定し，プラソト輸入 ，

技術導入なとを行って生産を増大させている。とくに韓国財閥系の合繊企業は ，

　　　　　　　　　　第・・表繊維関連製造業の目韓賃金比較 　（単位冒 オソ）

パ・…１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・…１・…

目本紡織　 ５９．９２４７０．０６９８９．５３６１０３．９９２１１３．８７８１２９．８８３１３７．６２５１５０．８６４１６５，４７４
　　　被服　 ４５．８７６５３．４１６６９．９４８８５．６８６９６．００１１０７．９４８１１３．２２６１２２．０１５１２９，６９５

韓国紡織　
１３．３３５１５．５０８１９．１４３３７．５７１３３．３９３４５．６８１５６．６９８７４．４８０９８，５７４

　　　被服　 １２．０７１１４．６３３１４．９５２１９．９３１２５．１５２３５．７８９４５．７３７６０．８７８８０，４７８

（出所）ｒ国際労働統計年鑑』ユ９８０年
。

（６７６）



　　　　　　　　　　　目本繊維資本と対外関係（１）（岩田）　　　　　　　　　　　１２１

日本資本から「自立化」の傾向にあり ，独白の生産体制を確立しようとしてい

ることは前述の帝人の例にも示した通りである。そして合繊は，ナイロソ，ア

クリル，ポリニステノレの３大合繊を中心に生産設備の増強を計画している 。

ユ９８２年３月の生産能力は目産ユ，４１６トソであ ったが，それを１９８６年には目産

２，

２４０トソと６０％もの大巾な増加計画である。これは日本の化 ・合繊生産の約

６０％におよぶものであり ，アメリカ，日本，ソ連，西ドイツに次ぐ合繊生産国

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
となるものである。また綿紡機も現有の３２６万錘から５０％増の５００万錘に増強し

，

繊維輸出においても１９８１年の６１億８，６００万ドノレからユ９８６年には約２倍の１１９億ド

ルに増大する計画をもっ ている（第３７表）。 目本の１９８１年の繊維輸出は７０億ド ノレ

であ ったから，韓国は日本を抜いて世界最大の繊維輸出国をめさしていること

になる。このように韓国での繊維生産がさらに拡大するということになると ，

目本の繊維産業はますます状況を悪化させることになろう 。目本の繊維輸出は ，

生産量の約３０％を占め，その約２０％が韓国向げとた っている。韓国の計画は目

本の韓国向げ輸出を，一層困難化し，逆に輸入の急増を招き，目本繊維産業の

生産拡大は不可能にな ってくるであろう 。韓国綿糸のタソピソク提訴はかつて

　　　　　　　第３７表　韓国の第５次５か年計画の繊維類輸出目標（単位１００万ドル）

・…

繊維合言十
糸　　　類
　綿　　　糸

　毛　　　糸

　合繊　糸
　生糸　類
織　物　類
　綿　織　物

　毛織　物

合繊織物
絹　織物
製　品　類
綿　製　品

織物類
編物類

１９８２　　　　　　　　１９８３

６， １８６　　　　　　．７．１００　　　　　　　８．１００

　６２２　　　　　　　　７１０　　　　　　　１ ．０４１

　２７６　　　　　　　　３２０　　　　　　　　４１７

　７６　　　　　　９０　　　　　１２８

　２４２　　　　　　　　　２７０　　　　　　　　　４６１

　２６　　　　　３０　　　　　３５
１． ７０５　　　　　　　１ ．９８０　　　　　　　２．４８３

　２９６　　　　　　　　３４４　　　　　　　　４３６

　９８　　　　　　　　１０４　　　　　　　　ユ４３

　９４９　　　　　　　１ ．１２０　　　　　　　１ ．４５５

　１１４　　　　　　　　１２０　　　　　　　　１４０

３． ８５９　　　　　　４．４１０　　　　　　　４．４１０

　９２　　　　　　　　１１５　　　　　　　　１１５

２・ ０３９

　２・３００ｉ　
２． ３００

１． ０４１ 　１．２００１１ ，２００

１９８４

９． ０８０

１． ２３０

　４７８

　１５４

　５５７

　４１

２． ８５６

　４９８

　１７０

１． ６９７

　！５３

４． ９９４

　１２５

２． ６９３

１， ４４８

１９８５

ユＯ，４７０

１． ４９２

　５６４

　１８９

　６９１

　４８
３． ３７７

　５８５

　２０８

２． ０４５

　１７０

５． ６０１

　１３５

２． ９７０

１， ６００

１９８６

１１ ．９００

！， ７７９

　６５１

　２２９

　８４１

　５８
３． ９３３

　６７８

　２５０

２． ４１４

　１９０

６． １８８

　１４５

３． ３２８

１， ７５０

（注）１９８１年は実績，８２年以降は目標 。

（出所）ｒ東南アジアの繊維事情（上）』日本化学繊維協会　１９８２年
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（６７７）



１２２ 立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

目本側企業名

アルバーカ縫製（６４）

アルプスシャツ（４０）

厚木ナイロソエ業
　　　　　　（１６）

市　　　　田（４０）

宇部目東化成 ，
三井物産（各２２．５）

工

大

岡

フ　　ワ

リ　ガ

西　衣

ソ

ソ（４０）

料（３０）

本（２０）

金商又一（１９ ．３２）

ク　　ラ　　 レ（６０）

丸　　　　　紅（１５）

グ　　ソ　　ゼ（３８ ．９）

三井物産（１１
．１）

小杉産業（２０）
トーメソ（２９）

シルバーシャツ早瀬
　　　　　　（１０）

兼松江商（１０）

関芳織物（４０）

田村駒（２９）

大和紡績（２８
．７）

帝　　　　人（３３ ．５）

ドリーム ・カ ット
　　　　　　（５０）

東群縫製（４０）
東　　　　　レ（１０）

三井物産（１０）

東レ（１９
．８５）

東レ（１９
．８）

三井物産（８
．２）

東レ（２３
．５３）

三井物産（６
．０８）

中村被服（４０）

目本編物（４７）
目本バイリーソ（３０）

ノブヤ商店（４９ ．５）

浜屋商事（４９）

美成産業（４９）

第３８表

操業年１

７０

７４ ．１１

７３ ．１１

７３ ，９

７２．１

７１

７３ ．９

７６ ．９

７３ ．１２

７８ ，２

７６ ．３

８１ ．７

（資参）

７３ ．１

７４．１

（資参）

７１ ，１

７４ ．４

７０ ，９

６９ ．７

７４ ，４

７４ ．８

（資参）

７１ ．８

（資参

７１ ．４

７２．７

７３．１１

７３ ．３

７３

７３

７４，１

７３ ．１

目本繊維資本の韓国におげる進出状況

資本金１

２３万＄

５０万＄

２． ５億Ｗ

　２５万＄

２． ０７億Ｗ

１３万＄

　１億Ｗ
８， ０００万Ｗ

　５億Ｗ
１１．２億Ｗ

６． ６６億Ｗ

９， ＯＯＯ万Ｗ

１億Ｗ

１３８万艦

６． １９億Ｗ

２． １億、Ｗ

１００億、Ｗ

２２．４万＄

１４．２万＄

　６億Ｗ

６０億、Ｗ

５０億Ｗ

１００億Ｗ

１２．５万雅

　４３万窃

　２．５億Ｗ

４， ８００万Ｗ

１０．１万蝪

　６０億Ｗ

（葉姦量
）１

　１４０

６００（４）

２６８

３５０（２）

１００（１）

９０（Ｏ）

１００（１）

４５８（３）

６５０（６）

９３（２）

２９０（０）

２５０

３００

　９１７（４）

３， ０１２（２）

　（１０）

３５７（Ｏ）

１， ５００（１）

１， ５００（１）

２， ５５３（１）

１８０

２００（１）

　（０）

５９０（２）

３００（Ｏ）

業　　　　種

紳士服の製造

紳士用スラ ックス生産

繊維２次製品の生産

和服織物，年産１．５万疋

ポリブ １コ ピレソ，ポリエス
テルの製造

紳士用背広の生産

セーター製造　年産４０～８０

万枚

繊維２次製品の製服

くつ下製造

羊毛の洗毛，トッ プの製販

ビニロソ ・パーロックの製
販

綿・ メリヤス肌着生産

メリヤス製品の製販

紳士用ドレスシャツ

絹織物 ・染色加工

白絹地，帯地，ヨーロヅハ
向デシソ

紡績織物業

ポリニステノレ重合，ＦＹ ’Ｓ

Ｆ製造

繊維品の生産

コートなどの生産

アクリル糸，アクリル毛混
紡糸紡績

ナイ回ソフィラメソト重
合， 製糸

ポリエステルフィラメソト
重合，製糸

ポリェステルステーブ ノレ重
合製糸，紡績

作業服，園児服

くつ下生産

不織布の生産

ニット衣料セーター

縫製，ミシソ２８０台

帰人用下着の製造

売上　高

８０年　５５億Ｗ

８０年１００万蝦

７９年１００万轟

７９年３５億Ｗ

８０年９３８万鵠

８０年２５０万蝸

８０年１３１億Ｗ

８０年２．０６億窃

８０年　８８億Ｗ

８０年８８２億Ｗ

８０年６２３億Ｗ

８０年７８０億Ｗ

８０年１２．６億Ｗ

７９年５００万翁

７９年３００万＄

（６７８）



日本繊維資本と対外関係（１）（岩田） １２３

日本側企業名

福知山グソゼ（２３ ．３）

三井物産（１ユ ．１）

丸糸商店（７
．８）

双葉商事（４９）

マックス ・ニット
　　　　　（２０）

牧　　　　村（４９）

牧　　　村（４）
ベルフアイフ（３６）

三井石油化学工業
　　　　　（１５）

三菱商事（３７）
新酒伊商事（３）
南　　　　　（４０）

ヤマトシャツ（４０）

友愛，岩滝繊維
　　　　　（１００）

レナウソ（３０）
ク　　ラ　　 レ（１０）

ワコーノレ（４９）

第　１　靴下（５０）

北播繊維（４９）

操業年１資本金１（葉姦量
）

７２．８

７３ ，１

７７．１０

６９ ，８

７４ ，３

７４ ．７

（資参）

７５ ，５

７３ ，４

７３ ．１０

７０

７３ ．１２

７０ ．８

７１

６． ６億Ｗ

８， ＯＯＯ万Ｗ

１． ６億Ｗ

９． ８万＄

７． ２万＄

１５１億、Ｗ

８億Ｗ

ｌＯ万＄

１． ７億Ｗ

８万＄

１０億Ｗ

１． ２億Ｗ

４０万＄

１万＄

６４２（４）

２００（１）

２００（１）

ユ○０

３０（１）

５００

４５０（１）

１， ２００（８）

６２０（１）

業　　　　種

メリヤス肌着製造

セーター等の生産

くつ下製造

スラックス ・コートの生産

紳士用スラ ックス縫製

ポリエステノレ繊維原料の製
造

繊維の製織，染色 ・加エ

ニットセーター月産３万枚

シヤツ製造

メリヤスシャツ生産

紳士服，ニットシャツ製造

掃人下着の製販

パソスト生産月産２００万足

ギソガム製品の生産

売上　高

８０年４０億Ｗ

７９年２５．８２慮Ｗ

８０年４６億Ｗ

（注）　日本側企業名の（）内は出資比卒，（資参）は資本参加，なお１９８２年末班在のウオンと日本円との為替相場

　は１円昌３．３ウオン 。
（出所）「海外進出企業総覧』（週刊『東洋経済臨時増刊』１９８２年）。

の日米繊維問題と同様に，目本の韓国繊維製品の事実上の輸入制限を行おうと

するステ ップとして位置づけられるものであり ，それだけ日本繊維産業の現況

が悪化していることを示しているといえよう 。

　このような韓国での繊維生産の発展は，１９６０年代後半からの目本の繊維資本

の進出が大きな要因とな っている。韓国への資本進出は合繊から縫製まで４４件

にのほ っている（第３８表）。 とくに縫製部門では目本の中規模資本まで進出し ，

韓国の低賃銀を利用し，目本に輸入するという形態をとっ ている。そして目本

資本の多くは総合商杜との合弁会杜か，あるいはアパレノレメーカーであり ，縫
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
製部門に関しては目本資本の韓国の下請け化が顕著にな っている 。

　目本の繊維産業の生産の停滞ないし低下の要因は，日本の韓国への資本進出

にも示されたように，発展途上諸国向けの資本進出，海外生産も大きな要因に

なっ ている。ユ９６０年代後半から急増した目本繊維資本の海外進出は，１９７０年代

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６７９）



ユ２４　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

の中ごろまで続いた。いわゆるｒ高度成長」の終りを告げる中で，目本繊維資

本は海外での利潤獲得をめざしたのであ った。それは輸出の相対的低下とあい

まって，国内での繊緯生産の絶対的拡大が困難になってきた状況下で，過剰資

本， 過剰設備，過剰人員の処理を目的としていた。東 レ， 帝人にみられるよう

た多国籍企業化の進展である。例えは東 レにおいては１９８０年の海外生産高は７

億８，９００万ドノレにものぽり ，国内売上高５，３００億の約４０％を占めるほどにもな っ

ている。しかしこの海外進出も１９７０年代後半からは減少している。７５年～８０年

まで件数として５８件とたっているのはほとんどが販売会杜および持株会杜ある

いは情報収集を目的としているなど，海外生産を目的としているものは少くな

っている（第３９ ，４０表）。

　世界不況の長期化が進行するなかで繊維資本をして，国内から国外への進出

あるいは多国籍企業化への方向という資本蓄積の新たな形態を変更せさるをえ

なくなったのである。繊維資本は国内での繊維生産の絶対的拡大の困難さの捌

　　　　　　　第３副表　日本繊維企業の地域別 ・国別海外進出状況　　（１９８１年６月末）

　　　産業名 ・

地域名　　年次全産業製造業繊維業　・ 国名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　～６４年！６５～６９年１７０～７４年１７５～７９年１８０～

世界６
．８６５２，６３１

アジア２
．７１３１ ，６８９

　韓国３５２３１９
　台湾４６３４２７
　香港４７８９３
　タイ３０４１７６
　シソガポール　　　　　４０３　　　　　２０６

　マレーシア　　　２２４　　　１５２

　フィリッ ピソ　　　１６３　　　１００

　イソドネシア　　　　２１８　　　１３８

西アジア　　９８　　３３
ヨー１コッ／く 　　９８７　　　１４８

北アメリカ　　１．６４０　　２８２

　アメリカ　１．４６９　　２５８
ラテソアメリカ　　　８２７　　　３３５

　ブラジル　　３９５　　１９６

アフリカ　　２１０　　６２

太洋州　３９６　８１

３０４　　　３５　　　５７

２０４　　　１９　　　４３

４４　　　－　　　　２

４４　　　　２　　　２４

１６　　　　２　　　　３

２９　　　　８　　　　７

　９　　　　２　　　　３

１４　　　　１　　　　１

１１　　　　１　　　－

２６　　　一　　　　一

　１　　　一　　　　一

１１　　　－　　　　１

１５　　　－　　　　１

１４　　　－　　　　１

４２　　　　４　　　　４

２５　　　一　　　　一

２４　　　　７　　　　７

　７　　　　１　　　　１

１４４　　　５２　　　　６

１０２　　　３０　　　　３

３５　　　　４　　　　１

１５　　　　１　　　－

　７　　　　２　　　－

１２　　　　１　　　－

３　　　　１　　　－

４　　　　７　　　　１

　８　　　　２　　　－

１６　　　１０　　　－

　１　　　一　　　　一

　３　　　　６　　　－

　５　　　８　　　　１

　５　　　　７　　　　１

２１　　　　７　　　－

１４　　　　５　　　－

　８　　　　１　　　－

　４　　　－　　　　２

（出所）ｒ海外進出企業総覧』。

（６８０）



　　　　目本繊維資本と対外関係（１）（岩田）

第４０表化合織 ・綿紡企業の海外進出状況（１９８０年）

　　　　　　　（単位投融資億円，生産高１００万ドル）

１２５

毒＼ 海外投融資残高関係会杜数 海外生産高

東　　　レ ５５２ ４２ ７８９

帝　　人
３６８ ２８ ５２５

旭化成
２２７ １４ １４０

東　洋　紡 １８５ ２３ １５０

鐘　　紡
１２０ １５ １７４

倉敷紡
６２ ６ ｎ． ａ．

都築紡
４９ ２ ｎ． ａ．

ク　　ラ　　レ ４８ ９ ｎ． ａ．

ユニ チカ
４８ １４ １０２

大和紡
４０ ６ ５６

三菱 レイヨソ ３６ １４ ｎ． ａ．

　　　　　　　　　 ｎ． ａ．不明

　　　　　　（出所）ｒ海外進出企業総覧』 。

げ口として海外に進出してい った。また国内では繊維生産に代わって生産 ・技

術上の延長線上にある製品の生産 ・多角化生産を志向してい った。それが売上

高増や利潤増につなが ってい った。しかし長期不況と発展途上国とくに極東ア

ジア諸国の繊維生産の拡大は，海外進出も後退させ，繊維生産それ自体も危機

的状況を迎えることとた った。こうして今日の繊維産業は，繊維生産の絶対的

縮小を阻止しながら非繊維部門の拡大をはからねばならなくな った。また新技

術の導入（炭素繊緯たど），差別化商品の開発，そＬて設備更新をも迫られてい

る。 他方では企業の再編成，外国資本との提携による国際的寡占体制の確立な

ども行われようとしている。しかし繊維産業では一時的に生存の条件を整えた

としても発展途上国を中心とする輸出攻勢に対してはただちに対応しなげれば

ならず，それは現実には鐘紡，東洋紡などでの綿紡の減産，日東紡でのレーヨ

ソ設備２割廃棄などとして生じているし，またカネボウ合繊のように遊休設備

・過剰設備の外国への輸出という形態で処理しようとしているのであ って，決

して簡単なものではないであろう 。さらに企業の再編成や合理化などが必至の

状況の下では，多量の過剰労働者を生むことにたろう 。７０年代の過剰労働者は ，

多角化生産 ・経営の進行の中で子会杜 ・関連会杜に出向させることが可能であ

ったが今目の状況はそれをも困難にしている。そして綿紡にみられるように中

　　　　　　　　　　　　　　　　　（６８１）



１２６　　　　　　　　　　立命館経済学（第３１巻 ・第５ ・６合併号）

小資本の倒産なとが生じており ，繊維産業の不況は，単に繊維部門のみでたく

国民経済全体の経済構造に波及する問題として位置づけたげれぱたらないであ

ろう
。

　本稿では繊維産業と繊維資本の対外関係を中心に考察してきたが，この問題

は単に繊維をめぐる国民経済内の間題，国際分業 ・外国貿易の間題のみならず，

今日の世界経済の諸特徴の中で，いわば世界経済 ・国際分業関係の再編の中で

位置つげねはならない問題であろう 。ただ繊維という一産業部門から今日の世

界経済の特徴の一端を明らかにすることも可能であり ，その試みが本稿の分析

視角をなしたのである 。

　　１）　『毎目新聞』１９８２年７月２７目
。

　　２）　「東南アソアの経済事情（上）」目本化学繊維協会，１９８２年７月 。

　　３）総合商杜およびアバレルメーカーによる韓国での現地生産と ，その生産物の目

　　　本への輸入は，総合商杜およびアバレノレメーカーに多額のマージソを保証してい

　　　る。次の表は１つの例であるが，下の表からも明らかたように，目本の生産物を

　　　取り扱うよりもマージソ率は高く ，国内におげる繊維生産の停滞とは無関係に輸

　　　入が増大される一因ともた っている 。

女子スーツ ・ドレスを韓国などの数量契約工場から輸入する場合

　　　　　　　　　　　　　　（）内は小売価格を１００とした場合の指数

輸入業務者
輸入企画者
商　品企画者
原料調達者
作業 スケジ ュー ル

販売　ノレ　ー　ト

仕入価格および
販　売　価　格

輸　　入　　商　　杜

アパレルメーカー
アバレルメーカ□
理　　地　　企　　業
企画立案一入荷の５か月前

生産発注一入荷の３か月前

アハレルメーカ　　　小売店（専門店，量販店）

輸入商杜仕入価格　　　１，４００円／点（２４）

アパレル仕入価格　　　１，９００円／点（３３）

アパレノレ 販売価格　　　３，７００円／点（６５）

小売価格　５
，８００円／点（１００）

（出所）『輸入繊維製晶の流通実態調査報告書」（繊維工業構造改善事業協会）ユ９８２年。

（６８２）


